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第1章 序章

1-1 エネルギーと核融合研究

1-1-1 エネルギー資源の問題

エネルギーは生活･経済活動にとって重要であり､人類は様々な形でエネルギ

ー源を開発し､それとともに文明を発達させてきた｡今日における世界全体のエ

ネルギー消費を国別､地域別に見てみると､日本以外のアジア地域の占有率が徐々

に高まってきている｡これはアジア地域におけるエネルギー消費が近年先進工業

国と入れ替わって急増しているからである｡図トlに1997年から2020年までに推

定される世界各地域の一次エネルギー需要の伸びを示す[1]｡
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図ト1に1997年から2020年までに推定される世界各地域の一次エネルギー

需要の伸び｡アジアとは韓国､台湾､アセアン､インド等｡日本を除くアジ

アやOECD(OrganizationforEconomicCooperationandDevelopment:経済協力

開発機構)の伸びが著しい｡これは発展途上国の経済成長に伴い､エネルギ

ー需要が増えていることを示している｡世界全体では4967石油換算百万トン

増加している｡

一次エネルギーとは､石油､石炭､天然ガス､水力､原子力(ウラン)､風力､

太陽光など､自然界から直接得ることができ､加工する前のエネルギー源のこと
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である｡図ト1は1997年から2020年のまでの推定値を示しているが､2020年の

見通しにおいて中国の石油依存度が3割弱であることを想定している｡ただし環

境配慮により脱石炭化が進むと､石油消費の伸びおよびそれらに占めるアジアの

占有率は更に拡大する見込みである｡次に世界における2000年までの一次エネル

ギー供給の変遷と2100年までの推定値を図ト2に示す｡ただし図において2000

年末までは実績､2001年からは超長期世界エネルギー需給モデル(WINGモデル)

による推計値である[2一礼2000年における一次エネルギー構成を割合で示すと､

石油37.9%､石炭2臥0%､天然ガス21.1%､水力6.5%､原子力6.2%である｡この

図から現在石油が世界の一次エネルギーにおいて大きな役割を持っていることが

が分かる｡また図ト1と図1-2から､今後世界でエネルギー需要が大きくなってい

ることが分かる｡
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図1【2 世界における2000年までの一次エネルギー供給の変遷と

2100年までの推定値｡二酸化炭素を十分低く抑えるという条件を課した

場合のシミュレーション｡今日主要なエネルギー源として使用されている石

油は2070年頃から非在来型石油に代わる｡2100年には世界のエネルギー消

費量の10-20%程度を核融合エネルギーで賄っていると予憩している｡ただ

し､そのためには核融合の早期実現と発電単価を安くする必要があることが

指摘されている｡



一方､石油や石炭などの資源の枯渇や地球温暖化問題の顕在化により､エネル

ギー問題は人類全体の将来に関わる重大な課題として認識されてきた｡BP統計に

よると[5】､2003年末の世界の原油確認埋蔵量は約1.2×1012ba汀elで､そのうち63%

は中東に集中している｡しかし確認埋蔵量は評価時点における技術的･経済的極

度の中で採取できるエネルギー量を表すため､採取技術の進歩や費用の変化によ

って変動する｡また､究極可採資源量の推定値は諸説あり､たとえば石油鉱業連

盟による3.0×1012barrel(2002年時点)や米国地質調査所(USGS)による3.3×

1012barrel(2000年時点)などがある｡このうち石油鉱業連盟によると8.5×1011barrel､

USGSによると7.2×1011barrelはすでに生産されたとされている｡ここで究極可採

資源量とは累計生産量(すでに生産し消費した量)+確認埋蔵量(技術的･経済

的に生産可能なもののうち確認されている量)+埋蔵量成長(回収技術の進歩等

により追加される可採量)+未発見資源量を意味する｡表1-1に石油の究極可採資

源量の一覧を示す｡いずれの説においても現存可採資源量は究極可採資源量の

6ト81%であり､今後エネルギー需要が増えることを考えると石油の枯渇が心配さ

れている｡

表ト1石油の究極可採資源量[6]

各説による累計生産量､確認埋蔵量､埋蔵量成長､未発見資源量､究極可採資源量､現存可採資

源量｡単位:1011barrel

累計生 確認埋 埋蔵量 未発見 究極可採 現存可採

産量 蔵量 成長 資源量 資源量 資源量

① ② ③ ④ ①+②+③+④ ②+③+④

USGS(2000) 7.17 9.59 7.30 9.39 33.45 26.28

Campbell(1996) 7.61 8.00 l.89 17.50 9.89

Masters,etal(1994) 6.99 11.93 5.73 26.65 17.66

Laherrere(1994) 7.00 7.00 4.00 18.00 11.00

Murris(1992) 6.00 10.00 5.00 4.00 25.00 19.00

Roadiofbr(1986) 5.00 8.00 7.00 20.00 15.00

Halbouty(1981) 4.65 7.50 12.10 24.25 19.60

石油鉱業連盟(2002) 8.50 9.08 4.7l 7.79 30.08 21.58

石油鉱業連盟(1997) 7.57 9.15 4.00 20.72 13.15
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また､石油､石炭､天然ガスなどの化石燃料は燃料の枯渇の問題に加え､二酸化

炭素排出による地球温暖化への影響が懸念されており､地域的に偏在しているこ

とも考慮すると恒久的なエネルギー源となり得ないと考えられている｡現在それ

に代わるエネルギー源として､核融合発電､太陽光発電､風力発電､バイオマス

エネルギーなどが注目されている｡特に核融合発電は燃料となる重水素Dは水素

の同位体であり､海水中の水素の0.O15%存在しているため､きわめて豊富に存在

する｡20世紀中葉に核融合発電が実現できて発電単価を安くすることが可能とな

れば､2100年には世界の全供給エネルギーの17.8%を担うことになると計算され

ている(図1-2参照)｡そのため世界中で核融合研究が盛んに行われている｡

1-1-2 核融合発電について

核融合反応とは､2つ以上の原子核がより大きな原子番号の原子核に変化する

反応をいう｡他の反応と比べて核融合反応断面積が大きい反応は重水素Dと三重

水素Tの反応であり､その反応式は

β+r→肋4(3･52ルねr)+可14･6施r),(トl)

⊥f6+〃→r十〃e4+4.8加わr (ト2)

で表される｡式(1-1)のように重水素とトリチウムの核融合反応(D-T反応)にお

いて3.52MeVのエネルギーを有するアルファ粒子He4と14.6MeVのエネルギーを

有する中性子nが放出される｡ここで1eV=1.6021xlO-19J=1.16xlO4Kである｡また､

D-T反応において放出される高速中性子のエネルギーはリシウムLiのブランケッ

ト(熱を取る構造物)に伝達する｡式(1-2)の反応によってさらにエネルギーが取

り出され､同時に三重水素は増殖する｡さらにD-T反応において放出されるアル

ファ粒子の運動エネルギーによってプラズマは加熱される｡アルファ粒子はその

後ダイバータを通じてヘリウム原子となって排出される｡一例として図ト3に核融

合発電の概念図を示す｡ブランケットから出る熱い液体リシウムが液体カリウム

において熱変換され､さらに水による熱交換で水蒸気発電タービンを回すことが

提案されている｡

4



ブランケット

図ト3 核融合発電の概念図

プラズマで重水素とトリチウムの核融合反応が起き､アルファ粒子と中性子

が生成される｡ブランケットにおいて中性子から伝達された熱を利用して冷

却水を高庄蒸気にし､その後タービンを回して発電する｡

ここで核融合発電の安全性について考える｡式(ト1)で示したような核融合反応

を起こすためにはプラズマを閉じ込めておく必要がある｡そのため核分裂反応で

心配されるような核反応の暴走は起こらない｡ただし閉じ込めるべき放射性物質

はトリチウムであり､水と共に摂取されて体内被ばくを引き起こす可能性がある

ため､その取扱には十分注意を払う必要がある｡しかし生物学的危機性を定量的

に表す潜在的放射性リスク指数(BHP:BiologicalHazardPotentjal)は､原子炉と

比べて1000分のlであり､より高い安心感が持てる｡BHPは､炉内に滞在する放

射性核種の量(Ci)を放射性核種の空気中最大許容濃度(MPC)(Bq/m3)で割った

値､つまり炉内に滞在する放射性核種をWCまで薄めるのに必要な窄気の容積

(m3)として定義される[7]｡

次に放射性廃棄物について､核融合炉では核融合反応で発生した中性子に照射

されるブランケットの構造材質が放射性廃棄物となる｡このような炉構造材には

放射化が少ないフェライト鋼､バナジウム合金などの金属材料が開発されている｡

その全てが低レベル廃棄物であり､現在の原子力発電所の低レベル廃棄物と同じ

ように､既に確立された技術を用いて廃棄できると考えられる｡

現在主として行われている核融合発電の研究の方式は､トカマク型磁場閉じ込

め方式､ヘリカ/レ型磁場閉じ込め方式､レーザー型慣性閉じ込め方式の3方式で

ある｡核融合プラズマ閉じ込めの方式の分類と代表的な研究機関を表l-2にまとめ

た｡



表1-2 核融合プラズマ閉じ込めの方式の分類と代表的な装置

方式の分類 代表的な装置

磁場閉じ込め方式

開放端型 ミラー型 GAMMA-10(日本)

閉端型

トカマク型

JT｣60U(日本)

JET(EU)

TFTR(米国)

DIIトD(米国)

ITER(開発中)

球状トカマク型

NSTX(米国)

TSlこ2(日本)

MAST(米国)

ヘリカル型
LHD(日本)

W7-AS(独逸)

逆転磁場型 TPE-RX(日本)

慣性閉じ込め方式 レーザー型
激光ⅩⅠⅠ号(日本)

NIF(米国)

磁気閉じ込め方式は､荷電粒子の集まりであるプラズマが磁力線に巻き付きな

がら運動するという特性を利用して高温･高密度プラズマを閉じ込める方式であ

り､軸対称の磁場配位を有するトカマク型と螺旋状の磁場コイルを有するヘリカ

ル型の2つの装置に代表される｡世界の主な大型のトカマク型装置はJT｣60U(日

本)[8]､JET(EU)[9]､TFTR(米国)[10]､DIIl-D(米国)[11]などがあり､また

現在開発中の国際熱核融合実験炉(ITER:InternationalThermonuclearExperimental

Reactor)[12-13]もトカマク型装置である｡また最近は球状トカマク型装置も実績

を上げている｡世界の主な球状トカマク型装置は､NSTX(米国)[14]やTSrI二2(日

本)[15]などがある｡大型のヘリカル型装置はLHD(日本)[16]､W7-AS(独逸)

[17]などがある｡

一方､慣性閉じ込め方式は､大出カレーザーを用いて固体燃料を急速に加熱圧

縮し､プラズマが膨張するまでの短時間に核融合反応を実現する方式である｡世

界の主な大型のレーザー慣性閉じ込め装置は激光XlI号(日本)[18]やNIF(米国)

[19]などがある｡固体密度の600倍に達する高密度爆縮の実現に加え､最近では高

6



遠点火法の採用により､爆縮と中心の自動点火の過程とを分離して爆縮に伴う困

難さを劇的に減らすことが期待されている[20]｡

ロ
トイタ 方向

_=二←二
図ト4 単純トーラスの概念図

磁力線が閉じた円環状であるような単純トーラスでは､磁場が小半径に反比

例して変化する｡結果として生ずる∇βドリフトは垂直方向に電荷分離を起

こし､これによる電場がプラズマを外側にドリフトさせる｡

磁場閉じ込め方式の原理を簡単に説明する｡図ト4に単純トーラスの概念図を示

す｡閉端型のトーラス系の装置において､トロイダル磁場B生成のためのトロイ

ダルコイルがドーナツ状に配置されているために､プラズマ大半径方向に磁場の

勾配∇βができる｡このためプラズマ中の荷電粒子はやβドリフトで､磁場に対し

て垂直方向つまり上下方向(図1-4のz方向)に移動する｡また磁力線はトーラス

状の磁場配位のため湾曲しており､これに沿って運動することにより荷電粒子に

遠心力が働き､曲率ドリフトによって磁場に対して垂直方向に移動する｡荷電粒

子にとって∇βドリフトと曲率ドリフトは同じ方向であり､プラズマ中で荷電分離

がおこり､プラズマ中の上下方向に電場Eが生じる｡この電場による丘×点ドリフ

トによって荷電粒子はトーラスの外側にドリフトする｡∇βドリフト､曲率ドリフ

ト､丘×点ドリフトの速度はそれぞれ

一-ト

!八Jヾ=
(l/2)椚¢虐×∇β

Zeβ β2
(1-3)
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→ 叫≡点｡.×虐
ひ尺=云訂｢F~

C

!ノ/=

gxβ

(ト5)

(1-4)

で表される｡ここで軋は曲率半径である｡

トーラス系装置ではポロイダル磁場を加えることによって磁力線に回転変換を

与えて､この点×点ドリフトを抑制している｡回転変換とはトーラスに沿う磁力線

のひねりの度合いを示す指標であり､トロイダル磁場Bt､ポロイダル磁場Bo､プ

ラズマ小半径rを用いて

によって定義される｡磁力線のひねりはシアと呼ばれており､プラズマの平衡と

安定性に影響を与える｡したがってトーラス系磁場配位においてプラズマを閉じ

込めるためにはトロイダル磁場とポロイダル磁場が必要である｡トカマク型閉じ

込め装置では､プラズマ中に電流を流すことによってポロイダル磁場を作り出し

ている｡一方､ヘリカル型閉じ込め装置では､一対のヘリカルコイルがトーラス

方向に螺旋を描きながら巻線されており､回転変換を持つ磁力線が､磁力線の篭

(磁気面)を作り出している｡ポロイダル磁場コイルの作り出す四重極磁場を調

整することにより､磁気面形状や磁気軸などを調節して､プラズマ閉じこめの最

適条件を作り出すことができる｡

最後に核融合研究の進展について述べる｡核融合反応をエネルギー源として利

用するためにはプラズマ密度n､閉じ込め時間てE､およびプラズマ温度Tが一定の

値以上となる必要がある｡この3つの変数の積nてETは核融合三重積と呼ばれ､核

融合研究の進展の目安となっている｡核融合炉の実現のためには自己点火条件を

満たす必要がある｡自己点火条件とは外部からの加熱入力をさらに加えることな

く核融合反応が持続する条件である｡プラズマ特性の進展を表した図(ローソン

図)を図1-5に示す[21]｡トカマク型装置は臨界プラズマ条件(ブレイクイーブン)

を達成しており､高い性能のプラズマを達成している｡
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図ト5 プラズマ特性の進展(ローソン図)

右上(水色)のU字カーブが自己点火条件を示し､これよりも上の領域が核

融合炉に必要な領域である｡その下の青色のU字カーブは臨界プラズマ条件

を示し､プラズマを加熱する電力とD-T反応で出てくる出力電力が等しくな

る蘭域である｡縦軸の値と横軸の値との積が核融合三重積となる｡

1-2 非誘導電流駆動の研究

1-2-1 非誘導電流駆動の必要性

トカマク型閉じ込め装置は､プラズマ中に電流を流す方法としてトランスの原

理によって誘導電流を流す変流器を用いている｡しかしこの方法では一次コイル

の電流を常に変化させねばならないので､この方式では定常運転が不可能である｡



核融合炉の実用化の際には定常運転が必要となるので､トカマク型装置で現在用

いられているトランスの原理を利用した方法(誘導電流駆動)に代わる電流駆動

(非誘導電流駆動)の開発が不可欠である｡その方法として高周波(RF:Radio

Frequency)電磁波動を用いた電流駆動法や中性粒子入射(NBI:NeutralBeam

叫ection)を用いた電流駆動法などが提案され､多くのトカマク装置で実験が行わ

れている｡特に高周波電力を用いた電流駆動法では低域混成波を用いた電流駆動

(LHCD:LowerHybridCurrentDrive)でJT｣60UやJETでMA級の電流駆動に成功

しており､ITERプラズマへも適用できる電流駆動効率則が実験的に得られている｡

しかしながら低域混成波電流駆動には遅波から速波へのモード変換､あるいは低

域混成共鳴減衰のため､電流駆動には密度限界存在する[24]｡それ以上の密度領域

になると電流駆動効果が急激に悪くなる[25]｡そのためプラズマの周辺ではLHCD

は有効であるが､プラズマの中心への接近性や吸収効率は良くなく､核融合炉の

ような高温･高密度プラズマにおいてはLHCDによる中心での電流駆動は不可能

と考えられている｡それに代わる方法が開発された｡以下の′ト節においてそれぞ

れの電流駆動方式の特徴を説明する｡

1-2-2 低域混成波電流駆動

低域混成波による電流駆動はJFrト2によって実証され､JIPPl二Il､Wl二2､PIJ､

AIcatorC､Versator2､T7､Wega､JTし60などで研究されている｡理論解析はFisch

らによって行われている[26]｡

電流密度Jを維持するために必要な単位体積あたりの入力電力をPdとすると､

その比は

ノ
e〃砿ノ

ろ 乃㌔γ(Jクd 〃19､′1十0･12Z=0･16李｣〈≠!2〉
となる[24]｡ここでTkeVは1keV単位の電子温度､n.9は1019m.3単位の電子密度で

ある｡全駆動電流TcDのLHCD入力エネルギーWLHに対する比は

J(か=1

町〃 2方々

ノ2方r(か

†肴2方化か
(ト8)

であり､LHCDの電流駆動効率TILHTは
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拡≡
伽19J(刀 Jり⊥β(r)帥)2方r励

J帥)2方化か
(l-9)

となる｡ただしTILHはLHCDによる局所的な電流駆動効率で

り⊥〟(r)=
伽1ウノ(r)

2加喝(r)=0･026㍍ピソ〈w2〉
1.12

1+0.12Z
(1-10)

で与えられる｡ここでRはm単位の大半径である｡波の磁力線方向の位相速度Ⅴ//

と電子の熱速度vt｡の比の二乗平均<w2>は20から50のオーダーである｡ただし

vte=(T/me)1/2である｡JT｣60Uの実験(1994年)においてプラズマ電流Ip=3MAを入

力エネルギーWLH=4.8MWのLHCDで駆動した｡この時の実験条件はn=1.2xlO19m~3､

<TkeV>=2keV､R=3.5m､Bt=4.OT(TILH=2.6)である｡これらの結果は理論式(1-10)

とよく一致した｡

一方で､低域混成波による電流駆動はある密度以上では近接性のために電流を

駆動できなくなることが観測されている[25]｡

1-2-3 電子サイクロトロン電流駆動

電子サイクロトロン電流駆動は､特定のトロイダル方向に動いている電子を選

択的に加熱することにより､方向に対して非対称な抵抗をつくることによってい

る｡FischとBoozerはプラズマの衝突性を変え､たとえば左に動く電子は右に動く

電子に比べてイオンとの衝突が少なくなるようにした｡その結果｡平均として電

子が左に動き､イオンは右に動き､正味電流が流れる｡

電流密度Jを維持するために必要な単位体積あたりの入力電力をPdとすると､

言=荒ま=0･0轄〈w2〉欝(霹〕(1-11)
となる[22]｡駆動された電流ICDのECCD入力エネルギーWECは

J")=1

作㌔(-2方尺

ノ2方r(カ′

J考2方化か
(ト12)

であり､ECCDの電流駆動効率TIECTは
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/J∴≡
尺〃19Jc/) J〝g｡-(γ)帥)2方化か

†帥)2方r訪
(ト13)

となる｡ただしTIcDはECCDによる局所的な電流駆動効率で

粘｡(γ)=
伽19ノ(γ)

2離職(r)

で与えられる｡

=0嘱望(1019孟)(ト14)

1-2-4 中性粒子ビーム電流駆動

高速中性子ビームをプラズマ中に入射すると家電交換などの過程により高速イ

オンに変わる｡高速イオンビームのエネルギーEがち′.=∽ム浸ノ2より大きく高速の

場合は､主として電子によって減速され､E<E｡rではイオンによって減速される｡

プラズマ中に駆動される電流密度Jは高速イオンの項､プラズマのイオンおよ

び電子の項より

ノ=Z′e乃′巧十Zムe〃ゎ祐一e〃ぐ隼(1-15)

と表される｡ここでZi､Zbはそれぞれイオンとビームの電荷数､ni､nb､neはそれ

ぞれイオン､ビーム､電子の密度､巧,硯,範はそれぞれイオン､ビーム､電子の平

均速度である｡プラズマ中の電子はイオンビームとの衝突により運動量を受け取

り､またイオンとの衝突で運動量を失い､定常状態となり

寸書〕zゎe痛(ト16)
が導かれる[26]｡駆動された電流密度の式(1-12)は高速イオンビームの項(第1項)

と高速イオンによって引きずられた電子の項(第2項)とからなっている｡した

がって電流密度Jと､Jを維持するために必要な単位体積あたりの入力電力をPd

との比は捕捉粒子の効果も取り入れて

⊥=ニノニニ室
P, /〃り!ノ.. ‡l一号(トG(Zぜ･,g)))

G(Z(7〝ヰ55+貰ト〔0･2+岩〕g
12
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となる[27]｡ここでEはアスペクト比の逆数である｡

NBCDの電流駆動効率TINBはバウンス平均したFokker-Planckの式より求めるこ

とができ[25]､

り脇(r)≡諾(1019孟)

=2･52可一号(1-G))(l一項(ち,γ)…
ここで

島=盟,ガム=且,γ=0･8吾,埴,γ)=〃 qァ

.Y

ズ3+(1･39･0･61γ0･7ト2+(4･3γ)

である｡NBTによる電流駆動はDITE､TFTR､Jl二60U､JETなどの実験で実証され

た｡

1-2-5 速波電流駆動

LHCDは密度限界があることを述べた｡速波電流駆動(FWCD:FastWaveCurrent

Drive)はLHCDよりも駆動効率が小さいが､実験プラズマ条件においてプラズマ

中心部への近接性がよいことが期待された｡波の伝播特性においてプラズマ密度

限界の存在しない速波を用いた電流駆動が提案され､その実証に大きな関心が持

たれ実験が行われてきた[27-33]｡

FWCDはLHCDと異なり､波は電子の熱速度において相互作用を受ける｡速波

は電磁波であるため低域混成波よりも電子との相互作用が小さい｡速波が電子と

より強く相互作用するためには､速波の位相速度を電子の熱速度と同程度にする

必要がある｡詳細はまた後に述べる｡

自然科学機構(前文部科学省)核融合科学研究所においても､JIPPT｣ⅠIUトカマ

ク装置を用いて速波電流駆動の実験を行ってきた｡速波から電子へのパワー吸収

は弱いので､その実現の可能性を実証するために多くの研究が行われた｡最近の

実験において､磁場に平行な波の速度成分v′/r′が熱の電子の速度vthに非常に近い場

合､電流駆動効率に関して実験値と理論値が一致した[34]｡

13



1-3 ブートストラップ電流

高い電子密度(ne～1020)を持つ炉心プラズマに電流駆動を適用すると､プラズ

マ電流のすべてを駆動するのに必要な出力は､核融合炉の出力のかなりの部分を

占めることになる｡したがってプラズマ電流としてブートストラップ電流を利用

する必要がある｡

プラズマがバナナ領域にあるとき､圧力勾配による径方向の放散がトロイダル

方向に電流を誘起することが理論的に予測された【351｡この電流はブートストラッ

プ電流と呼ばれ､後にTFTR､JT｣60U､JETなどの実験によって確かめられた｡高

ポロイダルベータプラズマ(β｡～即a)の運転において､プラズマ電流Ⅰ｡=1MAの

70_80%のブートストラップ電流が観測されている｡ここで平均トロイダルベータ

比は凡=
〈ク〉

β三/2仏
である｡

磁気面

(a)

ド
ー
ナ
ツ
中
心

磁気面(磁力線)

(b)

図1-7 ブートストラップ電流の概念図

(a)ある磁力線上のA点におけるバナナの軌乱赤線は磁力線の内イ郎)バナナ

に捕捉された粒子､青線は外側のバナナに捕捉された粒子の軌道を示す｡(b)

磁気面の断面図｡磁力線の内側と外側で異なるバナナ軌道を描く｡

捕捉粒子がバナナ軌道を描く際､密度ntにおいて密度勾配(dnt/dr)があると図1-7

に示すようなA点を通る近接するバナナ粒子の数に差(dn./dr)Abが生ずる｡ただし

△bはバナナ軌道の幅である｡捕捉粒子の磁力線に平行な速度はⅤノ′こE卜r2vTであるの

で､密度ntの捕捉電子による電子密度は

ノ血･-d=-(叩′)(苦り=一瑞雲(ト19)
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となる｡ここではE=〟Rでアスペクト比を表す｡非捕捉電子は捕捉電子との衝突に

ょり､同じ方向にドリフトする｡そしてイオンとの衝突で定常となる｡定常状態

における非捕捉電子のドリフト速度Vu｡呵は

∽e㌦呵γe∫=珂怒)(ト20)
となる｡V｡i_は電子とイオンの散乱の衝突周波数､Ve｡は電子と電子の散乱の衝突周

波数､Vee/eは非捕捉電子と捕捉電子との有効衝突周波数である｡V｡ntra,の平均速度

を持つ非捕捉電子(周回電子)による電流密度は

ん′′㍍-gl′2吉富(1-21)
となる｡これがブートストラップ電流である｡βpを用いると､全ブートストラッ

プ電流Ibのプラズマ電流Ipに対する比は

吾～-0･3(芸)リ2島(1-22)
で与えられる｡もしβ｡が大きく､圧力分布が急峻な場合は1に近い値になる｡

1-4 加熱･電流駆動用進行波アンテナの開発

電流駆動による電流分布の制御はプラズマの閉じ込め性能の改善の可能性を与

える｡非誘導電流駆動による分布制御の重要性は多くのトカマク実験の中で認め

られている｡その最も顕著な例は内部輸送障壁(ITB:InternalTransportBarrier)

を形成するLHCDである｡一方ヘリカル型装置は外部にヘリカルコイルを有する

ためにプラズマ電流を必要としない｡一方で､ブートストラップ電流がプラズマ

の電磁流体力学(MHD:MagnetHydrodynamics)安定性に影響を与えることが理

論で指摘されている｡ヘリカル型装置はプラズマ電流を必要とせず､外部磁場の

みによりプラズマを閉じ込めることが可能であるが､プラズマ中に少量の電流を

駆動することにより､閉じ込め磁場の回転変換の径方向分布を制御し､高ベータ

でも安定なプラズマを維持することができる｡LHDにおいてブートストラップ電

流を打ち消して回転変換分布を制御することが､MHDの安定性が得るのに有効で

あることが理論的に指摘されている[37]｡そのためにLHDの高ベータプラズマの

性能向上を目的として､イオンサイクロトロン周波数帯加熱(ICRF:lonCyclotron
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RangeofFrequencyheating)の電流駆動用進行波アンテナ(コムラインアンテナ)

を提案･製作し､その特性を研究した｡

コムラインアンテナはLHDの真空容器の形状に合わせて詳細に設計された｡し

たがってアンテナ作成後にその高周波特性が確認できれば､LHD実験で電流駆動

用のアンテナとしての効果が期待できる｡コムラインアンテナはMoellarら[38]に

よってプラズマ加熱および電流駆動のアンテナとして提案され､JFl二2M[39]､およ

びTSrT二2[40]でプラズマ実験が行われている｡また米国のGenaeralAtomicsにおい

てコムラインアンテナの設計に関する研究が行われている[41]｡これらの実験で使

用されたアンテナストラップの長さは波長の4分の1であった｡一方､LHDで提

案するコムラインアンテナでは､アンテナサイズおよび周波数の増大化にともな

い､ストラップの長さは波長の半分となり､他のコムラインアンテナとは大きな

構造の違いを有している｡

本研究は､核融合科学研究所の大型ヘリカル装置LHDにおいて､コムラインア

ンテナを用いた電流分布制御によってヘリカルプラズマの特性改善を検討した研

究である｡

1-5 本研究の目的

本研究は速波を用いたヘリカルプラズマの電流分布制御の研究である｡次章で

述べるように､ヘリカルプラズマの特性を改善するために回転変換の分布制御が

有効であると提案されている｡非誘導電流は回転変換制御を可能にするため､核

融合発電の実用化に向けた定常運転の際に必要不可欠な電流である｡特にヘリカ

ルプラズマにおいては非誘導電流駆動による回転変換分布制御の実験は未開拓の

分野であり､現在実験と理論解析が精力的に行われている｡LHDにおいて非誘導

電流としてイオンサイクロトロン周波数帯の速波を用い､加熱･電流駆動用進行

波アンテナを開発･製作した｡そして次のような目的を持って研究を行った｡(1)

新しい概念を有するT字型コムラインアンテナのモデルを確立させ､そのモデル

の等価回路から高周波特性およびアンテナ特性の計算を行う｡(2)LHD用コムラ

インアンテナ(実機アンテナ)の詳細を設計するに先立って､同一サイズの模型

コムラインアンテナ(模型アンテナ)を製作し､最適性能を引きだすためにその

高周波特性を調べる｡(3)実機アンテナにおける高周波特性を調べ､実際に適用

すべきアンテナシステムを構築する｡(4)コムラインアンテナを使った実験条件
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を想定して､速波の光線追跡法による電子加熱および電流駆動効率の概算を行う｡

(5)コムラインアンテナのLHD電流駆動実験に先立ち､LHDプラズマにおいて

既存のループアンテナによる電子加熱実験を行う｡

1-6 波の減衰機構

1-6-1 準線形Fokker-Planck方程式

本研究は速波を用いた研究であるため､まず波の減衰機構を述べておく｡

波と粒子の相互作用は準線形Fokker-Planck方程式

雷=(艶′′十〔雷)肝+(雷)加(ト27)
を用いて適切に扱うことができる[42]｡式(ト7)右辺の第1項は衝突による分布関数

fの時間変化【43]､第2項は波と粒子との相互作用によるfの時間変化[44]､第3項

は空間における輸送によるfの時間変化をそれぞれ示している｡第3項の効果は小

さいのでここでは考慮しない｡第2項は拡散テンソル∂と運動量ベクトルβを用

(雷)
肝孟･ふ孟′(1-28)と表される｡ここで拡散テンソルは積分の体積V､電荷qα､波数k､高調波の次

数n､イオン及び電子のサイクロトロン共鳴振動数仙｡αを用いて

∂=無言真竹舞(叫′む′′一明端∂た,〃(1-29)
と表される｡さらに

哩α=曾αβ-､αた,〝=

椚α (ち,〃十告帆〕(呵α∂⊥十棚)､

gた､〃=去(軋･拙｣)､ど言=去(且∫潮た),
Jnはn次のBessel関数である｡Eは電場､ei,∂/!はそれぞれ磁力線に垂直方向､平

行方向の単位ベクトルである｡以下の小節において､式(ト8)からイオンと電子の
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それぞれによる波の減衰を調べる｡

1-6-2 イオンサイクロトロン減衰と高次高調波減衰

まず､波のイオンによる減衰について考える｡磁力線に沿う粒子のドリフトに

対して垂直な電場の成分があり､加速がドリフト方向に対して直角に加わる場合､

イオンサイクロトロン減衰が起こりうる｡またプラズマの温度が高くなると高次

高調波減衰が起きるようになる｡高次高調波減衰は､有限ラーマ一半径効果によ

ってもたらされるので､磁場に垂直方向の速度の大きいイオンがより強く波と結

合する[45]｡イオンは左回りの偏波を持つ波動電場によって加速される｡この電場

はイオンのラーマ一回転の整数倍の速さで変化している｡一方､イオンのラーマ

一半径は有限の大きさを持っているためイオンが感ずる電場は場所によって異な

る｡この効果が有限ラーマ一半径効果である[46]｡

前小節から､準線形Fokker-Planck方程式におけるイオンの項は

(雷)Ⅳわ〃去･q･去′(1-30)
と表すことができる｡ここでpIをイオンのラーマ一半径として

q=真竹舞(呵′叫′′一捌裡α碑刷A)(1-31)
である｡J｡_1は(n-1)次のBessel関数であり､有限ラーマ一半径効果を示している｡

Bessel関数はn=1,2,Nに対してそれぞれ次のように展開される:

n=1:第1次(fundamental)イオンサイクロトロン加熱

√,(軋打ト1(ト32)

n=2:第2次イオンサイクロトロン加熱

ノ1伽)…‡た⊥β′(1-33)
n=N:第N次イオンサイクロトロン加熱

ノ…(ん⊥β′)～
)l▲〃(

(1-34)

高調波の次数が上がるほどイオンサイクロトロン減衰が小さくなることが分かる｡

これは速波の場合
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ん⊥β′～旦β′<1(ト35)
りl

と近似できるためである｡ここでvAはAlfVen速度であり

仇=(慧〕=2･18×10イ芸蒜0(ト36)
と表される｡ただしm,､mi､niはそれぞれ陽子の質量､イオンの質量､イオンの

密度である｡一方､速波よりも位相速度の′トさい遅波(イオンBernStein波)の場

合

ん⊥A≧l(ト37)

であり､漸近展開を用いることで､より近似的に

J〃(らβ～)～(ん⊥A)~Ⅰ/2(ト38)

と表すことができる｡

1-6-3 電子Landau減衰と走行時間減衰

波の電子による減衰について考える｡波と相互作用するプラズマ粒子の速度分

布関数がMaxwell分布の場合､後述するように平均として波はそのエネルギーを

失い､粒子は逆にエネルギーを得るためにプラズマは加熱され波動は減衰する｡

特に波の位相速度にほぼ等しい速度を持つプラズマ粒子は波の電場を定常的に感

ずるため､波とのエネルギーのやりとりが大きい｡波の電場が主要な役割を演ず

る場合､この現象をLandau減衰と呼ぶ[47]｡またプラズマ粒子のサイクロトロン

周波数よりも十分低い周波数でゆっくり変化する波動磁場中では荷電粒子を一定

の磁気モーメントを持った粒子として扱うことができる[48]｡したがってこの場合､

磁場の変動に起因して波は減衰する｡これを走行時間減衰と呼ぶ｡電子に関する

波の減衰機構は､このLandau減衰と走行時間減衰､及びそれらの交差項との3つ

の機構が存在する｡

イオンサイクロトロン減衰と同様の手法を用いて､準線形Fokker-Planck方程式

における電子の項は

乱_血′ノ〃=孟･β′′′′･去′(ト39)
と表すことができる｡ここで

19



βノ′′′ノ=β(jX吉真竹舞(頼ソ一明α),(ト40)

q柵+ノ(嶋〕)2+トRe〔吾鼎l′･2(1-41)である｡Ek､∠Ek,yは波の分散式から(4-1節参照)

居た､｡1

軋lノ 打三三

〃∫凡打∫-㌧ノ㌦軋､,

g∬-〃2■麒∬-Ⅳ2

一方;lい1-42)
と求まる｡これを式(ト21)に代入して

q-=嘲¢-浸考2l旦′t2(1-43)
が得られる0ここでyfは走行時間減衰､-2afc2/aiiはLandau減衰による効果で

あり､浸は2つの交差項である｡電子に吸収される電力Peは

だ=仁叫′『叫叫[‡∽碩(ト44)
で表され､Maxwe11分布の分布関数

′=接)γ2ヰ誓〕
を代入することにより､

モ=要甜芸帥(α+叫甜)(ト45)
が得られる｡ただし

α=豊吉(ト46)
であり､αはプラズマベータ値に比例する値である｡ただしcは光速､叫eは電子

のプラズマ振動数で､真窄の誘電率Eoと電子密度n｡を用いて

%(ノ=〔怒)1′2=56伽ざ2
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と与えられる｡

式(ト25)からPeはα+(1/α)に比例していることが分かる｡(Xとα十(1/α)との関係､す

なわちPeのα依存性を図ト6に示す｡α>1の領域で走行時間減衰､α<1の領域で

Landau減衰の効果が支配的となる｡プラズマベータ値が大きくなると走行時間減

衰が重要になっている[49]｡

5

4

つJ

2

(
さ
＼
l
)
+
さ

0 1 2 3 4 5

α

図1-6 αとα+(1/α)との関係

電子による吸収の大きさP｡は式(ト25)からα+(1/α)に比例する｡αが大きくなる

と走行時間減衰によって､αが小さくなるとLandau減衰によってそれぞれ電

子への吸収が大きくなる｡

1-7 本論文の構成

本論文は6つの章から構成されている｡

第1章では､核融合研究と速波の背景を説明し､本研究の目的を述べている｡

第2章では 大型ヘリカル装置と非誘導電流駆動による MHD安定化について

説明し､LHD型のコムラインアンテナを提案している｡

第3章では､コムラインアンテナの原理を示し､モデル計算の結果､模型アン

テナと実機アンテナの高周波特性試験について述べている｡その際､計算モデル

と高周波特性試験とを結びつけるためにコムラインアンテナのインピーダンス計

算を行い､アンテナパラメータの値を決定した｡電流駆動効率を向上させるため

に高周波電力を還流するためのリング型電力合成器を用いた電力循環システムを

提案しその原理を説明する｡
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第4章では､光線追跡法を用いて速波による電子加熱機構の評価を行う｡また

トカマク配位とヘリカル型磁場配位で比較を行い､ヘリカル配位において磁力線

方向の波数の増加(アップシフト)のために電子加熱が強い可能性があることを

示す｡

第5章では､現在少数イオンでの高エネルギーイオン加熱､モード変換電子加

熱用として使用している既設のループアンテナを使用し､LHDプラズマにおける

電子加熱の可能性を検討した｡LHDでのプラズマ実験の結果を示す｡

第6章では本研究のまとめを行い､今後の展望を述べた｡
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第2章 大型ヘリカル装置における電流分

布制御の提案

2-1 大型ヘリカル装置

本研究は自然科学機構(前文部科学省)の大型ヘリカル装置(LHD:LargeHelical

Device)におけるプラズマ加熱と閉じ込め改善に関する研究を行った｡LHDは超

伝導コイルをらせん状に巻いたポロイダルおよびトロイダルモード数がそれぞれ

巨2､m=10のヘリカル型磁場閉じ込め装置である[ト軋

図2-1LHD概念図

1本体､2中性粒子入射加熱装置､3イオンサイクロトロン共鳴加熱装置(パ

ワー伝送用同軸管､整合器)､4電子サイクロトロン共鳴加熱装置(パワー伝

送用導波管)､5ローカルアイランドダイバータ(LID)､6真空排気装置

LHDは装置本体､プラズマを加熱するための各種加熱装置､プラズマの諸パラ

メータや諸現象を測定するための各種計測装置などで構成されている(図2-1)｡
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本体は真空排気装置､計測ポート､超伝導ヘリカルコイル､超伝導ポロイダルコ

イルなどから構成されている｡加熱装置としてイオンサイクロトロン共鳴加熱

(ICRF:IonCyclotronFrequencyRangeHeating)装置､中性粒子入射加熱(NBI:

NeutralBeamInjection)装置､電子サイクロトロン共鳴加熱(ECH‥Electron

CyclotronHeating)装置を有している｡また計測装置としてプラズマ蓄積エネルギー

測定用の反磁性ループ､電子温度計測用の電子サイクロトロン放射(ECE:Electron

CyclotronEmission)計測とトムソン散乱計測､電子密度計測用の遠赤外線(FIR:Far

InfraredRadiation)レーザー干渉計､高エネルギー粒子プローブ､ミリ波干渉計､

X線パルス分析器､重イオンビームプローブ(HIBP:HeavyIonBeamProbe)分析

器､天然ダイヤモンド検出器(NDD:NaturalDiamondDetector)､ペレット計測器な

どがある｡

LHD装置本体諸元を表2-1にまとめる｡l(0)とl(a)はそれぞれプラズマ中心と最

外殻磁気面における回転変換を示す｡

表2-1LHDの諸元【5】

大半径 3.6-3.9m

プラズマ小半径a 0.6-0.65m

プラズマ体積 30m3

磁場強度B 3T

ポロイダルモード数J 2

トロイダルモード数∽ 10

ヘリカルコイルのピッチ数
2×5

装置本体の総重量 約1500t

回転変換:t(0)/t(a) 0.4/1.3

核融合発電を実用化するためには､超高温･高密度プラズマの定常的な維持が

必要である｡LHDでは､トカマクプラズマとヘリカルプラズマを比較検討し､総

合的にトーラスプラズマの閉じ込め特性および高ベータプラズマの物理的な理解

を深めることを目標としている｡LHDの最終目標は､(1)10keV以上の高温の達

成､(2)1020m-3の密度の達成､(3)104s間の定常プラズマの維持､(4)高ベー

タ値での安定性の実証となっている[6]｡2004年現在での達成パラメータを表2-2

に示す｡
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表2-2 LHDの達成パラメータ

最高電子温度 Te=10keV

最高イオン温度 Ti=10keV

最高閉じ込め時間 てE=0.36s

最大蓄積エネルギー Wp=1･2MJ

最高ベータ値 <β>=3.2%

最大密度 ne=1.5Ⅹ1020m-3

最長放電時間 31分45秒

核融合三重積 nてET=2.2Ⅹ1019keVm-3s

2-2 電流駆動によるMHD安定化の検討

2-2-1 研究の背景

LHDにおいて､磁気軸を移動(Shafranovシフト)することで､MHDの安定性が

得られ､高ベータプラズマを実現している｡エネルギー閉じ込め時間は､軋x=3.75m

の標準配位よりも､磁気軸軋Ⅹ=3.6mの内寄せ配位の方が50%長い｡磁気軸の外寄

せ配位の場合､ヘリカル磁場配位に捕捉された粒子のドリフト軌道と磁気面との

変位量が大きくなり閉じ込め特性は劣化するからである｡高ベータプラズマによ

るShafranovシフト(ARax)は､ベータ値に比例し[7]､ARax～0.1mにおいて現在

は<β>尋.1%が達成されている(<β>は体積平均ベータ値)[8]｡閉じ込めの良い磁気

軸の内寄せ配位でのMロニD安定性は確保できないので､この配位で高ベータプラズ

マのMHD安定化を得るために､磁気軸近辺で回転変換を減らし､磁気シアによる

MHD安定化のための非誘導電流を駆動する実験シナリオが提案された｡

ヘリカル磁場配位において径方向回転変換分布は､MHD安定性に強い影響を与

える｡高速中性粒子入射により磁力線に平行方向に入射された高エネルギーイオ

ンやプラズマ圧力分布によって生ずるブートストラップ電流､あるいは圧力勾配

によって生ずるPhirsh-Schluter電流により､回転変換分布は変化が生じる｡磁気軸

近傍の回転変換を減らす方向に電流を駆動すると､磁気シアが大きくなり､プラ

ズマのMHD安定化が得られる｡LHDでは新古典拡散の少ない内寄せ配位では､

ベータ値の増加に伴い不安定性が増加すると予測されていたが､高いトロイダル

数のMHD安定性の指標であるMercier条件では､不安定とされているR｡X=3.6mの
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内寄せ配位でもプラズマ実験において<β>が4%まで､(ポロイダルモード数m)/

(トロイダルモード数n)=2/1､1/1などの変動磁場は増加するが､崩壊的なMHD

不安定性は確認されていない｡

MHD安定性を得るための手段としてプラズマ中心部に回転変換を減少させる

電流駆動の提案が行われている｡高周波電力による非誘導電流駆動が候補となる｡

イオンサイクロトロン周波数領域での電流駆動実験は､速波アンテナを用いて

JIPPTII-U[9]やDIII-D[10]などの装置で行われた｡非誘導電流を駆動するために､

トロイダル方向に指向性を持っ速波をプラズマ中に入射する｡その一例としてト

ロイダル方向に並べられた教本のアンテナエレメント間の位相差を例えば冗/2に

すると､指向性を持つ速波を励起することができる｡この方法では､アンテナ間

の電力の相互干渉が強く､インピーダンス整合や位相調整に高度な技術が要求さ

れる｡この困難さを回避し､ICRF速波をプラズマに有効に励起するために､電流

駆動用進行アンテナがMoellerらによって開発された｡このアンテナはコムライン

アンテナと呼ばれ､櫛型の構造をしている｡これはGHz帯の周波数フィルターの

原理をもとに考案されたものであり､次のような特徴を持っている:(1)複数の

アンテナ素子間の相互結合を利用した進行波の励起､(2)両端のアンテナ素子の

みに外部同軸管接続して高周波電力給電および透過が可能､(3)アンテナ部とフ

ィードスルー部における低い高周波電圧(アンテナ自体が伝送路であり､定在波は

励起されない)､(4)プラズマ負荷の変化に対する適応性､(5)周波数変更によ

る波数(k′′/)の制御､(6)アンテナの大面積化などである｡速波進行波アンテナ

において高い指向性を有する波を励起するためにはアンテナの本数が必要となる

ため､LHDのコムラインアンテナは10本のアンテナで構成されている｡

コムラインアンテナを用いたプラズマ実験はJFT｣2Mによって初めに行われ､

5-10keVの軟Ⅹ線放射の増加が確認された[11]｡その後TSl二2[12]においてプラズマ

実験が行われた｡ヘリカル型装置においてもコムラインアンテナを用いたプラズ

マ実験が計画されている｡LHD第4サイクル実験において､ループアンテナを用

いてプラズマ中にICRFの3MW入射を行った｡第2高調波加熱では､ベータ値

1%のNBIプラズマで蓄積エネルギーの上昇に成功し､LHDにおいてコムラインア

ンテナを用いて電流駆動によりMHD安定性を得て､より高いベータ値を達成する

ことが期待されている｡

次小節以降において､LHDの磁場配位に基づいて計算され､提案されている

MHD安定性の説明を述べる｡また電流駆動効率の解析方法とコムラインアンテナ

の設計に関して述べる｡
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2-2-2 非誘導電流駆動によるMHD安定性の改善

LHDプラズマの磁気軸位置は､プラズマの閉じ込めとMHD安定性に大きく影響

を与えることが理論計算によって指摘されている｡粒子閉じ込めの計算結果から

は磁気軸を内寄せにするほど磁気面と粒子軌道の偏位が小さくなり､新古典拡散

を減少させることができる｡磁気軸の位置は超伝導ポロイダルコイルによって生

成されるダイポール磁場の強さを変えることによって､容易に変えることができ

る｡

LHDはそのヘリカル型磁場配位のためにプラズマ電流無しでMHD平衡が得ら

れるが､通常のプラズマではビーム電流や高ベータでのブートストラップ電流に

より正味トロイダル電流が流れている｡磁気軸中心のベータ値が2-3%のプラズマ

が電子密度2-3xlO19m~3で達成されると､50kA程度のブートストラップ電流が流れ

る｡この電流は磁気軸中心部の回転変換を減少させ､磁気井戸形成を弱める｡磁

気井戸の深さは

WeJし(桓フ才力=
r′(0)-｢′(∫)

｢′(0)
(2-1)

によって定義され､MHD安定性の評価はこの磁気井戸の深さと磁気シアによって

決定される｡ここでⅤは体積､5はトロイダル方向の磁束､r,=d†%搭である｡磁

気軸の内寄せ配位は磁場のトロイダルリップルを小さくし､捕捉粒子の逸脱を少

なくする｡一方､,磁気軸の外寄せ配位は高ベータプラズマを可能にし､MHD安定

性を回復させる｡しかしヘリカルリップルに捕捉された高エネルギーイオンの軌

道は磁場の磁束面から逸脱する｡LHD実験において高性能プラズマの生成維持に

成功している配位は粒子閉じ込めの良い打ち寄せ配位である｡この配位では高ベ

ータプラズマで､磁気井戸形成が弱まる現象が顕著であり､MercierのMHD安定

化条件において不安定である｡この状態でブートストラップ電流を打ち消す電流

が存在するとMercierのMHD不安定が緩和される｡MercierのMHD安定化条件は

DIを用いて

β′=-(β∫+∂〟Iγ+β｡)/′-2(2-2)

と与えられる｡ただし

β.ゞ=J-ソ4(2-3)
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qw=〈(p一打¶一朝+呵蒜〉(2-4)

βG=〈敲(品〉〈蒜〉(2-5)
であり､点は磁場､Pはプラズマの圧力､～は回転変換､Vは体積､¢はトロイダ

ルフラックス､Ⅰはある磁束面に流れるトロイグル電流である｡すなわちMercier

のMHD安定性は磁気シアに関する項Dsと磁気井戸に関する項DMWと磁力線の曲

率に関する不安定化項DGとの3つの項の合計した量と符号によって判定される｡
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図2-2 MHD安定領域

(a)回転変換を減らす方向(負の方向)に50kA流した場合､(b)電流を流

さない場合｡図の白い部分がMHDの安定領域､ドット部分が不安定領域､

△∨はSha片肌OVシフトを示し､Av=0はRa見=3.9】¶である｡たとえば△vニ25cm

からプラズマを立ち上げた場合､(a)は安定顔域に入れるためベータ値11%

までプラズマを維持できる｡一方匝)は安定領域に入る前にプラズマが不安

定となり､安定領域に入れない｡

図2-2に見られるように､LHDの磁気軸(Av=OcmはRax=3.9mに対応)を横軸､

中心β値を縦軸にとると､磁気軸中心部の回転変換を減らす方向に50kAの電流を
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流した場合(図2-2(a))には､電流を流さない場合(図2-2(b))に比べて安定領域

が大きくなる｡内寄せ配位であるAv=-25cmすなわち磁気軸Rax=3.65mにおいても

中心ベータ値β0=11%のMHD安定性が確保セきる｡これらの図には､平衡限界の

ベータ値もプロットされている｡電流駆動による回転変換の減少により､平衡ベ

ータ値は約14%(電流駆動のない場合)よりも10%程度に減少するが､Mercier条件

が低いベータ値限界を与えたことになる｡

2-2-3 電流駆動の評価

前節で述べたように､磁気軸の内寄せ配位で高ベータプラズマを実現するため

にプラズマ中心部の回転変換を減少させる方向の50kAの電流駆動が有効である｡

そのためICRF速波を用いた電流駆動を提案する｡

速波と相互作用をする電子温度の熱速度と波の位相速度を同程度にすることに

より効率良く電流駆動を行うことができ､そのために速波の波数の制御が重要と

なる｡一方､アンテナから放出される電磁波はフーリエ変換された波数を持っ｡

そのため電流駆動の解析にはアンテナからの放射スペクトルを考慮した評価を行

う必要がある｡吸収パワーは

β(声)=Re g(7,り･ア(声,J)

で与えられる｡電場と電流をフーリエ級数展開すると

点(戸,′)=∑
/7=-∞

ブ(7,′)=∑
J7=-→〇っ

ただし

[摘(芸Z一柳)+抽(一芸Z+嘲)],(2-7)
[赫(意Z一嘲)+£､1eXp棋z+嘲〕](2-8)

去､1=呵,鴨(ト庭乃､1)･瓦､1(2-9)

となる｡ここで片′りは誘電率テンソルである｡式(2-6)がフーリエ級数展開され

β(戸)=Re

従って

00 C8

∑∑
〃二=-CO〃二=【CQ [En･1･芳1eXP‡i(Pfz))+E;･1･L,､1eXP‡-i(Pfz))
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β(戸)=妄差讐ヰ㍑･叫一厚z)〉](2-11)
となる｡これをZ方向にわたって平均すると

〈p(〆)〉=去だ方月p(〆)彪(2_12,

去妄讐血匡1･庭〝,1･瓦,l]

が得られ､各モードnに対して独立に計算することで吸収パワー〈p(〆)〉が計算で

きる｡吸収パワーが算出できると､電流駆動効率¶が求められる｡磁気面上の電流

密度j//RFを用いて電流駆動効率¶が次のように書ける[13,14]｡

許讐嘲(2-13)
ただしdりdyは体積の微分､Lは磁力線に沿った長さ､ク即は高周波電力､<>

は磁気面平均を表す｡叫まさらにTe､ne､1n^によって規格化された電流駆動効率行

を用いて

〃=
38.4×1018㌔[鮎γ]ぷ

り (2疇14)
1nA

〃e[椚~3]

と表すことができる[13]｡1nAはクーロン対数である｡荷電粒子の衝突過程の時定

数が関与していることを反映している｡行はプラズマ中の磁場の捕捉粒子に関す

る効果R(Et,W)を取り入れて

行=C(ち,β,W)〟(g"β,Wれ(Z,W)月(g′,W),(2-15)

〃｡=堅仝+坤)+蓋(2t16)
のように一般的な形式で表現できる｡すなわち針はイオン電荷Z､逆アスペクト比

et､ポロイダル位置0､波の位相速度と電子の熱速度の比w=V///vteの4つの関数と

なる｡¶｡は捕捉粒子の効果を含まない場合の規格化電流駆動効率であり､式(2-16)

の中のJUwはw>>1の極限値､4w2/(5+Z)はw<<1の極限値､Dは極限間の補正項

をそれぞれ示し､C､M､Rは磁場に捕捉された電子に関する補正項であり､
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〟=11叫(0･678+Z),∂=4･l須Z什7(-)7),

C=トexp卜(α′)研),〟=1+α(4/w)ん,(2-17)
尺=1-

γ′=ズ′
=

ど〃ズr+w

で定義される｡式(2-17)の九tはピッチ角であり､ytは九tとwを用いて

42=ト(郎β〟)

2(ト42)w2

で定義される｡n､Xr､m､C､k､aは詳細な理論計算の結果との比較から算出され

る定数であり､圧縮性アルフベン波の場合n=0.77､Xr=3.5､m=2.48､C=0.0987､k=3.0､

a=12.3となる｡主半径方向Rとポロイダル位置0と逆アスペクト比Etの間の関係は

R=凡(1+ちCOSO)であり､磁場はB=昂/(l+ちCOSO)､最大磁場BMは0=叫トーラ

ス内側)の時に得られる｡

図2-3 規格化電流駆動効率行のw依存性(Ehstブリッジ)

∈は逆アスペクト比で0はポロイダル角である(0=0がプラズマ中心､0=冗が外

側)｡Eが小さいほど電流駆動効率が大きい｡Eが大きく､0が小さくなるほど

捕捉粒子の効果により電流駆動効率が小さくなる｡

図2-3に規格化電流駆動効率行のw依存性を示す｡電流駆動効率はw<lの領域
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(走行時間減衰の効果が大きい領域)ではcとともに急激に下がっている｡Wが1

よりも大きい領域(Landau減衰の効果が大きい領域)では磁場のeの依存性が小さ

くなる｡すなわち捕捉電子は電流駆動に寄与しないことが分かる｡圧縮性アルフ

ベン波の場合､W≦1の領域で駆動効率が下がらないように0=れすなわちプラズ

マ中心に近い高磁場側に速波アンテナを設置する必要がある｡さらにg≦0.1の領

域に電力吸収させることで効率を上げることできる｡

ヘリカル磁場で磁場の強さは次のように書ける｡

β=昂‡1-ど′COSβ-ちCOS(Jβ一叩)‡(2-18)

ここでlとmはポロイダルモード数とトロイダルモード数であり､LHDの場合､

巨2､m=10である｡EtとEhはトロイダルリップルとヘリカルリップルである｡図

2-4に示すとおり､Etは規格化小半径pに対して線形に増大するが､Ehはpの2乗に

比例して増大する｡EtとEbの最大値はp=1の時､それぞれ0.12､0.23となる｡プラズ

マの周辺では大きなヘリカルリップルであり､捕捉粒子のために局所的な電流駆

動効率は大きくならない｡

0 0.2 0.4 0.6 0.$ 1

P

図2-4 トロイダルリップルctとヘリカルリップルEhの特性

Etは規格化小半径pに対して線形に増大するが､Ebはpの2乗に比例して増大

する｡

電流駆動効率は吸収電力と規格化電流駆動効率を使って求めることができる｡

2次元ヘリカル解析イオンサイクロトロン周波数帯加熱コード(K2FHM)による

計算[15]とパワーデポジション分布[16-19]から､中心電子密度neo=1.OxlO19m-3､中

心電子温度Tc｡=3keVのとき､LHDにおける速波の電流駆動効率は

35



〃 =0.02

/川

ハハ､/l廿り
島′〟′ P[ル〃γ]

と表される｡

(2-19)

2-2-4 コムラインアンテナの提案

ヘリカルプラズマにおけるプラズマ特性を改善するために非誘導電流駆動が必

要であることを示した｡その目的に従ってLHDでMHD安定性を得､高ベータプ

ラズマを達成するために､加熱･電流駆動用アンテナとしてコムラインアンテナ

が開発･設計された｡まず現在LHDで主にイオン加熱用として用いられているル

ープアンテナとLHDで使用予定のコムラインアンテナの比較を表2-3に示す｡駆

動電流の位相の調整ができることがコムラインアンテナが電流駆動用進行波アン

テナとして使用される大きな特徴である｡

コムラインアンテナを用いたプラズマ実験は世界でも2つのトカマク装置でし

か行われておらず､ヘリカル装置ではまだプラズマ実験が行われていない｡また

LHDで使用するコムラインアンテナは従来使われたものと形状が異なっているた

め､その特徴を理解する必要がある｡コムラインアンテナの特徴に関して､従来

使用されてきたものとLHDで使用するものとの比較を表2-4にまとめる｡従来の

コムラインアンテナがL字型をしていたのに対してLHD型のコムラインアンテナ

はT字型をしている｡これは実験装置の増大に伴った結果であり､LHD型のコム

ラインアンテナはこのT字型の形状によって2つの共鳴モードを有するのが特徴

である｡

表2-3 LHDにおけるループアンテナとコムラインアンテナの比較

ループアンテナ コムラインアンテナ

アンテナ構造 上下対のシングルストラップ 10本のループアンテナ

プラズマとの距離 可変(LCFSから6-15cm) 固定(LCFSから7cm)

1組の面積 0.55m2 l.68m2

外部同軸管との 各アンテナ素子に必要 両端のアンテナ素子のみ必

接続 要

定常運転 可能(水冷) 不可能(水冷無し)

主な周波数 28-50MHz 50-90MHz

主な使用目的 イオン加熱 電流駆動､電子加熱
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表2-4 従来のコムラインアンテナとLHD型コムラインアンテナの比較

JFl二2M TSl二2 LHD

構造 L字型アンテナ L字型アンテナ T字型アンテナ

共鳴モード lつ 1つ 2つ

1組の面積 0.16m2 0.15m2 1.68m2

中心周波数 200MHz 23MHz 75MHz

素子数 12本 6本
,10本

LHDコムラインアンテナからの高周波入射電力を大きくするために､アンテナ

面積を出来るだけ広くすることを設計の主眼とした｡LHDの真空容器内壁に合わ

せてできるだけ大きくなるようにアンテナの大きさと本数を決定した｡その結果､

図2_5に示すようにトロイダル方向に10本のアンテナ素子が並べられて構成され､

その中心線は､真空容器の赤道面上の中心線と一致するように設計した｡各アン

テナ素子は曲率半径24.7度の円弧を持って､同じ形で構成されている｡長さおよ

び幅はそれぞれ1129mmおよび60mmで､ファラデイシールドからバックプレー

トまでの距離は140mmである｡アンテナは全体のトロイダル方向の幅は､1485mm

である｡並べられたアンテナ素子のうち､両端の2つのアンテナ素子のみが外部

同軸管に接続され､セラミックフィードスルーをとおして､真空外から高周波電

力の入口および出口として使用される｡各アンテナ素子は､アンテナストラップ､

バックプレート､ストラップ中央の支柱および27個のファラディシールドから構

成されている｡電流駆動､電子加熱の観点から周波数を75MHzに選択し､アンテ

ナストラップの長さが決定された｡LHDコムラインアンテナは電流駆動の他にも､

磁場3Tの第2高調波加熱実験にも用いられる｡コムラインアンテナをLHDに挿

入した概念図を図2-5に示す｡
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(b)

図2-5 LHDにおけるコムラインアンテナの概念図

(a)LHDの中心から見たコムラインアンテナ､(b)(c)トロイダ′レ方向に見たコ

ムラインアンテナ
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コムラインアンテナは多くのループアンテナ素子で構成され､アンテナ素子間

の相互インダクタンスによって電磁気的に結合されている｡前述したように端に

ある2つのアンテナ素子だけが､外部の同軸管に接続される｡1つは高周波電力の

入口として､もう一つは出口として利用される｡Rf電力は､隣接するアンテナ素

子間を一定の位相変化を伴って高周波電流を励起しながら､入口から出口まで伝

達する｡したがって､比較的容易に直接トロイダル方向に方向性を持つ速波励起

ができるため､コムラインアンテナはFWCDに適したアンテナと言える｡

コムラインアンテナのもう一つの特徴は､周波数を変えることによって､磁場

に平行成分の波数(k′′/ただしk′′′=山N′イc)を可変できることである｡詳細は次章に

示すが､LHDコムラインアンテナに対してインダクタンスL､コンダクタンスC､

抵抗R(プラズマ負荷を含む)､相互結合係数Mを用いて簡単なモデルを導入し､

等価回路を作成した｡モデル計算の結果はコムラインアンテナの高周波特性の理

解を助ける｡中心の角周波数は近似的に吼=l/厄で表現される｡適用周波数を

0=他に選択するとインピーダンスは実数部だけとなり､アンテナ間の位相変化は

爪/2になる｡適用周波数を0=0.95叫)に選択すると位相変化が冗/3､0=1.05(恥に選択

すると位相変化が如/5になる｡したがって､磁場に平行方向の屈折率N//は適用周

波数を調整することによって容易に制御でき､電子温度に応じて電流駆動効率､

電子加熱効率の最適化が可能である｡LHDコムラインアンテナストラップはT字

型をしているために､共鳴周波数にイーブンモードとオッドモードの2つの共鳴

モードが存在する｡オッドモードはストラップ中心で電流の位相が変わり､ポロ

イダル方向に大きなモードを持つので､有効な電流駆動には不適切である｡この

アンテナを使用する際､2つのモードをいかに分離させるかが課題となる｡

LHDで提案された実験計画は､コムラインアンテナを用いたFWCDによって回転

変換分布を制御することによりMHD安定性を改善することである｡LHDの既存

の加熱機器である10MWレベルの高速中性粒子加熱法で高ベータプラズマは､ト

ロイダル磁場Btは通常の半分以下(Bt<1.5T)で達成されている｡イオンによる吸収

が起こらないように､基本共鳴層や低次高調波共鳴層がプラズマ内から除外され

るように､周波数を選択する｡したがってヘリウムガスがプラズマ実験で使用さ

れる場合､周波数は75MHzに選ばれる(第4章参照)｡その時､第4高調波イオ

ンサイクロトロン共鳴層が磁気軸上近傍に存在し､第3高調波がプラズマ周辺に

現れる｡これより低い磁場を採用すれば､高調波の次数がさらに上がり､Landau

減衰がさらに容易に起こりやすくなると期待できる｡コムラインアンテナの第2
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の実験項目は､イオンの大電力加熱である｡水素ガス､トロイダル磁場Bt=3Tの

とき､イオンの第2高調波加熱が期待できる｡第2高調波加熱のICH実験は､速

波ループアンテナで過去に成功しているが[16]､LHDコムラインアンテナはより

高いパワーレベルでより高い磁場強度で実験が可能になるため､大電力加熱が期

待できる｡コムラインアンテナに関する詳細な原理と特性試験の結果は次章で述

べる｡
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第3章 加熱電流駆動用進行波アンテナの

設計と試験

3-1 はじめに

核融合発電の実現には定常運転が必要であり､そのためにトカマク型装置では

プラズマ中に電流を駆動することが必須となっている｡現在は高周波電力と高速

中性粒子ビームを使用した非誘導電流駆動による電流分布制御の重要性が認識さ

れ､精力的に非誘導誘導実験が行われている｡ヘリカル型装置においても非誘導

電流を駆動し､高ベータ実験で回転変換分布を制御する有効性が理論的に指摘さ

れている｡

LHDのコムラインアンテナは､速波を用いた加熱･電流駆動用進行波アンテナ

として開発された｡LHDの真空開放は一年に一度だけであり､アンテナの試行錯

誤が事実上不可能であるので､あらかじめその電気的な特性を確認し､このデー

タをもとに精密な設計で製作する必要がある｡そのためプラズマ実験前の特性試

験用として実物と同一サイズの｢模型アンテナ｣を作成し､その特性を調べた｡

実際のアンテナは模型アンテナと区別するためにこの論文では｢実機アンテナ｣

と呼ぶことにする｡

コムラインアンテナは､Moellarらによって最初に提案され[1,2]､プラズマ実験

では､JFT｣2M[3]およびTSl二2[4]において電流駆動実験が試行された｡ここで注目

すべきことは､上記で試験されたコムラインアンテナはストラップの長さが波長

の4分の1であるのに対し､LHDで使用される実機アンテナのストラップの長さ

は､波長の半分ということである｡これは装置の大型化と実験磁場の増大化によ

り必然の帰結であった｡大面積となることでアンテナ素子l本あたりにかかる電

圧が小さくなり､大電力加熱アンテナとして利用が期待される｡また従来のコム

ラインアンテナのアンテナ素子の本数が4本であったのに対し､LHDの本数は10

本である｡アンテナ素子を増やすことで駆動電流に高い指向性を持たせることが

できる｡しかしLHDのコムラインアンテナはそのT字型のストラップ形状のため

に2つの共鳴モードが存在することは注意しなければならない｡

この章では､LHDコムラインアンテナの電気特性について記述する｡第3-2

節でコムラインアンテナをモデル化し､その原理を示す｡第3-3節で模型アン

テナの電気特性を調べ､その結果と第3-1節とのモデル計算の結果とを比較す

る｡第3-4節で実機アンテナの電気特性試験の結果を示し､イーブンモードの
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選択的な励起が行われことを説明する｡また実機アンテナの支柱を導体から絶縁

体に替えたものの試験結果を示す｡第3-5節で模型アンテナと実機アンテナと

絶縁体支柱実機のそれぞれの特性試験の結果をまとめる｡第3-6節でアンテ

ナ･インピーダンス計算を行い､第3-7節でインピーダンス整合や波動入射シ

ステムおよび電力循環のためのリング型電力合成器を提案する｡

3-2 コムラインアンテナの原理

コムラインアンテナの高周波特性を試験する前に､アンテナのモデルと電気的

な回路を構築し､その高周波特性の特徴を調べた｡コムラインアンテナはその構

造から､支柱のインダクダンスやFaradayシールドの持つコンダクタンスなどの各

パラメータを容易に変えることができる｡この節では代表的な"L字型アンテナ''

(過去のトカマク実験で使用されたモデル)と"T字型アンテナ"(LHDコムライ

ンアンテナのモデル)の2つの型についてまとめた｡

3-2-1 L字型アンテナの基本原理

(a)直接結合(無限個)

給電方法は直接結合､支柱の位置はアンテナストラップの片端､アンテナ素子

は無限にあり､入射した高周波が進行波のみであるモデルを考える｡L字型アンテ

ナの概念図を図3-1に示す｡
′

′
′

RF

図3-1L字型アンテナ(直接結合給電型)の概念図

アンテナ素子が無限にあるとした場合､1本目のアンテナ素子から入射した

進行波のみを考慮すればよい｡Faradayシールドの図は省略した｡
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アンテナ素子のインダクダンスをL､アンテナストラップとFaradayシールドと

によって作られるコンデンサの容量をC､プラズマ負荷抵抗やアンテナの高周波

Ohmic損失を含んだ抵抗をR､隣接する2本のアンテナ素子間の相互インダクタ

ンスをMとする｡2本以上離れたアンテナ素子との間の相互結合は小さいとみな

しここでは考慮しない｡高周波電力の給電はアンテナ素子の1本目のみとする｡

またCに流れる電流をIc､a番目のアンテナ素子に流れる電流値を1｡と表すと､

図 3-2 より明らかなように各アンテナ素子はLCR回路となり､角振動数

吼=l/厄で共鳴する｡

M M

Il--1･′′~､＼Ⅰ呈一書 /′~､＼

育∵∴｢
一r-Ⅰ芸

図3-2 L字型アンテナ(直接結合給電型)の等価回路

CはアンテナストラップとFaradayシールドによって作られるコンデンサの

容量､Rは抵抗(Ohmic損失含む)､Ikはk番目に流れる電流､Zは給電部の

インピーダンス､Lはストラップのインダクタンス､Izは給電部に流れる電流､

Mは隣接する素子の相互インダクタンス｡

1番目のアンテナ素子に注目して､Kirchhoffの法則を適用すると

0=(ね止+叫+⊥+よ以脚2
f〟C

(J｡.-りZ=

/l=/.+//

(3-1)

の3つの式を得る｡無限にアンテナ素子がある場合は各素子に流れる電流に関し

宕チ…‥一号=……=ef々=e叫(3-2)
と表すことができる｡高周波の波数kはk=kr+ikiと実数部と虚数部に分けて書くこ
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とができる｡式(3-1)と式(3-2)式から給電部のインピーダンスZが

Z=
祓止+尺+f〟ルわ抹

l-〟2ェc+f〃C尺-ぴ2〟Ce≠友
(3-3)

と求まる｡ここでa番目のストラップに注目し､隣り合うアンテナ素子との相互

0=(血+志+椚七+血〟(い′α十1)(3-4)
が得られる｡式(3-2)を用いて式(3-4)を整理すると

e2g斤十ダと抜+1=0,

∴e沌=1
2

(F≡土__+_
Jl/(〃ご.1J(､/(〃几/

(ダ±荊),(3-5)

完走+志)
となり､kは00の関数として表すことができる｡式(3-5)において､ikの実数部であ

る-kiは波動の進行にともなう減衰率を､虚数部であるkrは隣接する2つのアンテ

ナ素子間の駆動電流の位相差を示している｡式(3疇5)はeikの二次方程式であり､そ

の2つの解はそれぞれ進行波と反射波の性質を示している｡すなわち､式(3-5)の±

のうちプラスの解は仙/00<1の領域で反射波､仙血0>lの領域で進行波､マイナスの

解は0/叫<1の領域で進行波､仙/叫>1の領域で反射波となる｡位相差krも考慮して

以上をまとめると､0/叫<1では式(3-5)のマイナスの解を採用し､血伽>1では式(3-5)

のプラスの解を採用する｡(0/叫)=1の共鳴点では重解となる｡以上によりkの実数

部と虚数部､給電部のインピーダンスZの周波数特性が得られる｡設計の段階で

決定した中心周波数ち=00/2丁【=75MHzにおいて､アンテナの大きさから概算した

値L=9xlOP8H､M=L/10=9xlO.9H､C=50pF､R=0.5f2を代入すると､Zとkの周波数

特性が得られる｡結果を図3-3(a)､(b)に示す｡図3-3より周波数が67MHzから85MHz

の間でインピーダンスZと波数kとが共に変化しているのが分かる｡給電部のイ

ンピーダンスの実数部Z,と波数の実数部k,に注目することにより､この周波数帯

で進行波が励起されていることが確認できた｡この電流駆動が可能な周波数帯は

パスバンドと呼ばれており､パスバンドの幅は式(3-5)の実数部からF2-4>0を満

たすようにパラメータL､M､0､C､Rを選択することで決定することができる｡

例えばR=Onのとき､パスバンドは州毎両<〟<ゾC(⊥-2〟)となる｡パ

スパンドの領域内であれば周波数を自由に選択できることはコムラインアンテナ

の大きな特長の1つである｡
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図3-3 インピーダンスと波数の周波数依存性

(a)給電部のインピーダンスの実数部と虚数部の周波数特性､(b)波数の実数部

と虚数部の周波数特性｡周波数67-85MHzの周波数帯において､給電部分のイ

ンピーダンスと電流の位相を示すkrおよび振幅の減衰率を示すkiが変化して

おり､この周波数帯において進行波が励起できることが確認できる｡

(b)ループ結合(無限個)

次に相互結合を利用して高周波電力を給電するループ結合の原理を調べる｡前

小節で調べた直接給電型と比較すると､アンテナへの入射電力は小さくなるが共

鳴のモードを強く励起できる特徴がある｡給電方法以外のモデルは前小節と全く

同じである｡給電部に流れる電流をIo､結合に用いるコイルのインダクダンスを

h､給電部と1番目のアンテナ素子との間の相互インダクタンスをMoとすると､

モデル概念図を図3-4､等価回路を図3-5のように示すことができる｡
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RF

図3-4､L字型アンテナ(ループ結合給電型)の概念図

1本目のアンテナ素子に対してループを作り､ループ結合で給電する｡

Io十芹‥
M

｢
図3-5 L字型アンテナ(ループ結合給電型)の等価回路

1本日に給電するためのループのインダクタンスをL｡､ループに流れる電流

をIo､給電用ループと1本目のアンテナ素子との間の相互結合係数をM｡､給

電部のインピーダンスをZとした｡C､L､Rは前小節と同じ｡

図3-5の等価回路において､給電部､1番目のアンテナ素子においてそれぞれ

一拍止-一丁(,+血叫,1=一句"(3-6)

0= (′(リ⊥+
∫α)C忘･月)+月け1+砧刃け｡Jo+∠〟ル〝2(3-7)

の関係を得る｡以下前小節と同じ手法で給電部のインピーダンスと波数を0の関数

として表すことができる｡
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Z=
一叫,いも+叫,尺-血沈鑑(君-が〟(…C

′人
I

e =

2

1

砲止+一十月+血舶㌦

(F±何)(3-9)

ただしダ=土__+-
∫lJ〃二一1/(~'/〟A/

である｡

爪V

爪V

爪V

つ
ム
ー

`U

【G】N

L

j

(3-10)

, (3-8)

5

4

3

2

1

0

堅

50 `0 70 80 ,0 100

周波数[…Hz]

図3-6 給電部における(a)インピーダンスと(b)波数の周波数依存性

周波数67-85MⅢzの周波数帯において､給電部分のインピーダンスと電流の

位相を示すkrおよび振幅の減衰率を示すkiが変化しており､この周波数帯に

おいて進行波が励起できることが確認できる｡

式(3-8)と式(3-9)より､L=9xlO-8H､M=L/10､Lo=L/3､Mo=L/2､C=50pF､R=0･5E2

とした場合の周波数とインピーダンス及び波数の関係を図3-6に示す｡ここで当然

であるが､式(3-5)と式(3-9)より明らかなように､周波数と波数の関係が前節と変

49



わらない｡給電方法を変えると波数の周波数依存性は変わらずインピーダンスだ

けが変化する｡ループ結合の場合､直接結合よりも共鳴モードを強く励起できる｡

この点は直接結合との大きな違いであり､利点である｡しかしながら直接結合に

比べて入射電力が小さくなるため､アンテナ素子の本数が増えると終端のアンテ

ナ素子まで入射電力が十分に伝達しない可能性があるので注意が必要である｡

(c)L字型アンテナの有限素子の影響

以上アンテナ素子が無限に並んでいる場合について調べた｡この節ではアンテ

ナ素子が有限(N本)の場合を考察する｡アンテナ素子が無限の場合と異なる点

は､純粋な進行波ではなくアンテナ素子上に定在波が立っことことである｡

給電側のアンテナ素子から1番目､k番目(1<k<N)､N番目のアンテナ素子に

おいてKirchhoffの法則を適用すると､それぞれ下記のように方程式が得られる｡

0=(血+瑚+去(′1-り≠血相2

-′ヱZ=忘(′1-り

(3-11)

0=(～加+忘+瑚+棚(い′…)(3-12)
また

0=(砲止十軌+忘(′〃-′ル棚Ⅳ-1

→〟=忘(′〃-り
(3-13)

ここでJ=砲止+小〟C+月とおくと､漸化式(3-12)から特性方程式

Jた十.一α才女=β(ん-αLl)=……=βた~1(J2-αり

J川-βJた=α(Jん-βJト1)==αH(ち-βり
(3-14)

が得られる｡ただし､α､βは二次方程式g甜舶方2+ば+旭〟=0の解である｡また式

(3-13)よりIN_1はINを使って表すことができるので

Jl=

Jフ=

β二､-α｣＼

β-α

頑(β…-α1~〃)
β-α

頑(β2｢〃-α2▼〃)

J〃-1≡β1JⅣ,

β-α
/､!≡β･/､

(3-15)

となり､INを用いてIlとⅠ2が表すことができる｡ここでB-とB2は

50



β1=

β2=

β2-〃-α2一九∴頑(β=-α…)
β-α β-α

血止+月-
l-J似二月

≠α1財
(3-16)

β…-α….頑(β2-Ⅳ-α2~〃)
β-α β-α

砲止+月-
1-∫以ニ4

f(ひ〟

である｡また式(3-14)と式(3-15)より

/＼=

～〟C(呵+～〟Aβ2)
J†≡βノ7 (3-17)

が得られる｡従って各アンテナ素子に流れる電流値が給電部の電流1zを用いて表

すことができた｡結果､式(3-11)から給電部のインピーダンスZが

z=剥一回+≠祓昔)‡(3-18)
と求まる｡L=9xlO~8H､M=L/10､L｡=L/3､Mo=L/2､C=50pF､R=0.5f2の場合におけ

る給電部でのインピーダンスの周波数特性を図3-7に示す｡図3-3や図3-6と特性

が異なり､乙とZiの曲線が鋸歯状となっている｡アンテナ素子の数が有限となっ

たため､終端アンテナからの反射波が存在して定在波が立っていると解釈できる｡

アンテナ素子の数が有限の場合､この定在波を小さくすることが重要となる｡

200

亘
N O

一200

50 60 70 80 90 100

周波数【MHz】

図3-7 給電部におけるインピーダンスの周波数特性

図3-3や図3-6と異なり､インピーダンス特性が鋸歯状となった｡これはア

ンテナに定在波が存在したためと解釈できる｡
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3-2-2 T字型アンテナの原理(LHDモデル)

L字型アンテナはアンテナストラップの片端を導体支柱で支えるモデルであっ

たが､LHDの実機アンテナはアンテナストラップの中央部を導体支柱で支持する

T字型のモデルを採用した｡中央部に支柱を置くことによりアンテナ素子の面積を

2倍にすることができ､それにかかる電圧を小さくしてアーキングの発生を防ぐ

ことができる｡しかしながらLHD型のモデルでは1つのアンテナ素子に対して2

つの共鳴モードが存在する｡共鳴回路に支柱に電流が流れないモードをイーブン

モード､支柱に電流が流れるモードをオッドモードと呼ぶ｡イーブンモードのみ

を選択的に励起させることによって､それぞれのアンテナ素子の中心部で高周波

電流を最大にすることができ､アンテナで励起した高周波電力をプラズマの中心

部に入射させることができる｡一方､オッドモードは後述するように(図3-13)

各アンテナ素子の中心部で電流にギャップがあり､アンテナ素子方向に波数を持

つため電流駆動するためには好ましくないモードである｡また2つの共鳴モード

が混在すると電圧破壊の原因となるため､T字型のコムラインアンテナではイーブ

ンモードのみを選択的に励起することが必要となる｡

TapPosition

図3-8 T字型アンテナ(LHDモデル)の概念図

丁字型のストラップがトロイダル方向(z方向)にN本並んでいるとした｡

ストラップの幅は△w､アンテナストラップに沿う方向をy､プラズマの中心

方向をxとした｡Faradayシールドの図は省略した｡
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M
ノーぎ~≒-ヽ

IoN -→- 一←IoN

一■-IeN

図3-9 T字型アンテナ(LHDモデル)の等価回路

Zは給電部に対するアンテナ側のインピーダンス､Izは給電部に流れる電流､

ZAはN番目のアンテナ素子の終端部のインピーダンス､IAはZAに流れる電

流､Ⅰ｡k､Ⅰ｡kはそれぞれ各アンテナ素子に流れるイーブンモードの電流とオッ

ドモードの電流､LlおよびLaはタップ位置を示す｡

T字型アンテナの原理を説明する｡T字型アンテナ(LHDモデル)の概念図を

図3-8に､T字型アンテナの等価回路を図3-9にそれぞれ示す｡k番目のアンテナ

素子におけるイーブンモードの電流値をt｡.k､オッドモードの電流値をⅠ｡.k､支柱の

インダクタンスをLs､ストラップにおける中心と給電点との間のインダクタンス

をLl､同じく給電点とストラップの端までのインダクタンスをL2､イーブンモー

ドとイーブンモードの相互インダクタンスM｡｡を､オッドモードとオッドモード

の相互インダクタンスをM｡｡とする｡ここで､対照的な構造からイーブンモード

とオッドモードとの相互結合は小さいとみなしここでは考慮しない｡

1番目のアンテナ素子において､図3-9の等価回路における支柱(Ls)に対して､

左側と右側の回路でKirchhoffの法則を用いてそれぞれ式を立てると

0=(尺十仙忘)
(左.1+七.1)+2J叫ん+(f叫+池転)t+≠叫e左.2+≠叫ノ〃1).2,(3-19)

0中+砲止+去)
(ナビ.1-J`‖)-2′叫ん-f叫ゞJz+～叫ノピ.2-～叫ガム2(3-20)

が得られる｡さらに給電部分においてKirchhoffの法則を適用すると
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ガz=-(尺叫十去〕(…1)(3-21)
が得られる｡式(3-19)と式(3-20)をそれぞれ加算､減算すると

0=2〈月+仙忘)
ナビ..+≠α止IJ｡+2旭吼∴.2,(3-22)

0=2〈…(上･2頼去ト+血(⊥+2上漱叫ノ仇2(3-23)
が得られ､それぞれオッドモードとイーブンモードの特性を示す式に分離するこ

とができた｡

各アンテナ素子の共鳴角振動数を求めるため､アンテナ素子が1本のみの場合

を考える｡式(3-22)と式(3-23)においてM｡eおよびM｡｡を0とおいて

0=(月+如意)左,0=〈…(上+2小卦′
の2式が得られる｡さらにR=0とおくと､アンテナ素子が1本におけるイーブン

モードとオッドモードの共鳴振動数鴫､仙｡がそれぞれ

(芸≡ニ濃布(3-24)
と求まる｡これは1つのアンテナ素子が2つの異なる共鳴周波数を持つことを示

している｡L=9.97xlO-8H､Ll=0.38H､Ls=1.45xlO-8H､C=60xlO-12F､R=1.Of2として､

この時の給電部におけるインピーダンスの周波数特性を図3-10に示す｡

亘
N

150

100

50

0

-50

-100
50 60 70 80 90

周波数【MHz】

図3-10 アンテナ素子1本の場合のインピーダンス特性

イーブンモードとオッドモードの2つのモードが共鳴していることが確認で

きる∩
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イーブンモードの共鳴周波数はち=72.78MHz､オッドモードの共鳴周波数は

仁=62.32MHzとなる｡インピーダンスの実数部の2つのピークが2つの共鳴モード

の存在を示している｡

次にアンテナ素子1本の場合を考える｡式(3-22)と式(3-23)においてⅠ｡.2とⅠ｡.2を

省略しIzを消去すると､アンテナ素子1本目におけるイーブンモードとオッドモ

ードの電流比Ⅰ｡1/Ⅰ｡lが求められる｡

虎+よ叫⊥+2上∫)+
Jβ.1`L■■-u′しL■▲り〕ぶノー油C､.⊥1

J｡..
月+泡止+⊥

い2上∫
(3-25)

宮山C

式(3-25)の右辺は周波数に依存する項と給電位置に依存する項の積となっている｡

Ⅰ｡l/Ⅰ｡lの周波数依存性と､支柱と給電位置との間のインダクダンスLl依存性のグラ

フをそれぞれ図3-11(a)と(b)に示す｡給電位置をyニ〟6(/はアンテナストラップの

長さ)に固定した場合､1｡l/Ⅰ｡lの絶対値は図3-11(a)に示したようにイーブンモード

の角周波数共鳴点で著しく大きくなる｡一方､周波数を仁75MHzに固定した場合､

Ⅰ｡l/Ⅰ｡1は給電位置に依存する｡Llが小さくなればなるほど､すなわち給電部が支柱

に近くなればなるほど､イーブンモードが弱くなり､Ll=0ではイーブンモードは

ゼロとなる｡ただしアンテナ素子が2本以上ある場合は､イーブンモードとオッ

ドモードの割合は一意的に決まらず､すべてのアンテナ素子を総合的に考慮する

必要があるので､後で述べる2つの評価変数o(direc)とG(purity)を用いて総合的に

評価することが必要となる｡

50 60 70 $0 90 100

周波数【MⅢz】

0

爪V

(
○
モ
ヱ
)
誓
罵

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

支柱位置Ll/L

図3-11イーブンモードの電流とオッドモードの電流の割合

アンテナ素子が1本の場合の(a)給電位置が固定の場合における周波数依存

性､(b)周波数が固定の場合における周波数依存性
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次にアンテナ素子が2本の場合､式(3-22),式(3-23)より共鳴点はイーブンモー

ドとオッドモードでそれぞれ2つずつ存在する｡

(3-26)

この式から分かるように､アンテナ素子2本の時はアンテナ素子間の相互結合に

よって共鳴振動数が2つに分離される｡すなわち結合係数MeeおよびM｡｡が大きけ

れば式(3-26)右辺の分母の±の項が大きくなり､共鳴周波数が1本の時から大きく

分離される｡アンテナ素子が2本の場合における給電部のインピーダンスの周波

数特性を図3-12 に示す｡パラメータの値は模型実験から概算した値を採用し､

L=9.97x10-8H､Ll=0.38H､Ls=1.45xlO-8H､Mee=1.67xlO-8H､M｡｡=1.04xlO-8H､

C=60xlO-12F､R=1.Of2とし､このときイーブンモードの共鳴周波数はちl=81.86MHz,

66.18MHz､オッドモードの共鳴周波数はも2=65.53MHz,59.54MHzである｡66MHz

付近でイーブンモードとオッドモードが混在しているため､図3-12では合計3箇

所で共鳴のピークが確認できる｡

亘
N

ー100
50 60 70 80 90

周波数【MHz】

図3-12 アンテナ素子2本の場合の給電部におけるインピーダンス特性

共鳴点はイーブンモードとオッドモードそれぞれ2点ずっとなる｡イーブン

モードの共鳴周波数は81.86MHzと66.18MHz､オッドモードの共鳴周波数は

65.53MHzと59.54MHzである｡66MHz付近は2つのモードが混在している

ことになる｡計算に用いたパラメータはL=9.97xlO~8H､Ll=0.38臥Ls=1.45xlO-R

H､Mee=1.67xlO,8H､M｡｡=1.04xlO-8H､C=60xlO-12F､R=1.00｡

以下同様に､アンテナ素子が3本の場合､イーブンモードとオッドモードの各共

鳴角振動数が3点ずつ現れ､
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吼3=〟琵,〟毎±南

吼5=ゾJ両面,/
●

つ

(3-27)

と表すことができる｡アンテナ素子の数が増えるたびにイーブンモードとオッド

モードの共鳴周波数帯に幅ができる｡このことはイーブンモードの共鳴周波数に

おいてオッドモードの共鳴が混在する可能性があることを意味する｡電流駆動お

よび電子加熱のためにイーブンモードのみを選択的に強く励起しなければならな

い｡

ここで2つのモードの電流がどれだけの割合で混在しているかを考える｡アン

テナ素子が1本の場合､イーブンモードの電流とオッドモードの電流は一般的に

式(3-28)で与えられる｡ただしアンテナストラップの長さを2/､イーブンモードの

電流の振幅をt｡｡､オッドモードの振幅をⅠ｡｡､イーブンモードの電流をⅠ｡､オッド

モードの電流をとⅠ｡､アンテナストラップ上の位置をyとする(図3-8の座標参照)｡

Je(ズ)=左ocos(若〕cos(叫,
J`ノ(ズ)=ん｡璃〃(γ)cos(若)COS(α-∂)

(3-28)

それぞれのモードの電流分布を図3-13に示す｡

図3-13､イーブンモードとオッドモードの電流分布

(a)イーブンモードの電流分布､(b)オッドモードの電流分布｡イーブンモード

の電流はアンテナ素子の中心で最大振幅を持つが､オッドモードの電流はア

ンテナ素子の中心で振幅の符号が反転する｡

最後に､アンテナ素子がN本の場合を考える｡以後ヱ=砲止､e=よ〟C､励eビ=よ〟〟ビピ､
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励′柑=f〟〟｡(プ′`,=月+ヱ+上､′｡=尺+ヱ+2∠ぶ+1/e､ち=月.ヱ2++1/eと表記すると､
C

式(3-22)､式(3-23)､式(3-21)はそれぞれ

‡Z≡…≡王諸芸ニ,2軋ん(3-29)
訂z=-ち(左1+J｣(3-30)

と書き表される｡同様に2番目､k番目(3≦k≦N-2)､(N-1)番目､N番目のアン

テナ素子に注目して､Kircbbo仔の関係式を用いるとオッドモードとイーブンモー

ドそれぞれについて方程式が立てられる｡式(3-31)から式(3-34)にそれぞれ示す｡

2番目

k番目

(N-1)番目

N番目 ‡

0=2′e左2+2カ｡g(Jgl+左3)+概左,

0=2′｡左2+2概｡(左1り〃3)+カノz

=2′∴た+2〟gピ(左.ん_1+J血1)

=2扶た+2カ〃〃(Jの.ト1+J(血)

(3-31)

(3-32)

0=2銑…+2概ど(J｡〃～2りe.〃トカノ｡

0=2gノ描⊥1+2カー,｡(J√ル2り(ブ.〃)+吼J｡

0=2Jど左,Ⅳ+2〟gノピ.Ⅳ_1一上ノ｡

0=2兢〃+2歓ん-1･(ヱ｡+2ヱ｡)J｡
(3-34)

(3-33)

さらにN番目から高周波電力ダミー負荷への接続部において

Z｡J｡=-Jム(ナビ,〃一丁招)(3-35)

の関係が成り立っ｡ただしJゎ=月+ヱム+匪である｡式(3-34)より､1｡.N_1とⅠ｡.N_1はⅠ｡.N

とI｡.Nとで表すことができ､式(3-33)よりIe.N_2とI｡.N_2はIe.NとⅠ｡.Nとで表すことが

できる｡結局､各アンテナ素子に流れる電流(Ⅰ｡.k･Ⅰ｡.k)が給電部の電流値Tzを用

いて表すことができ､給電部のインピーダンスZも求めることができる｡

式(3-35)を式(3-34)に代入して

(3-36)

ただし
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uf;V-1)=一(2い碧〕声､甘1)=〔碧)′ヵee､
U壬㍗~1)=

(2ん+り′ム
Z, 声､U≦㌢-1)ヰ+

式(3-35)と式(3-36)とを式(3-33)に代入して

Uf｢~2)uf㌻~2)

U壬㍗~2)u三㌢~2)
(3-37)

である｡

畔2)=-〔2躍り十2桁告〕′概e､Uf㌻-2)=-〔2膵し告〕′概e､

灯1)ン(2′∂U去㍗一1し驚〕′概0､U皇㌻-2㌧=-(2′oU圭㌻-1)十2舶碧)〆
である｡さてⅠ｡kと1｡kをⅠ｡.NとⅠ｡Nとで表すためにはまず式(3-32)の漸化式を解かな

ければならない｡式(3-32)から

(3-38)

が得られる｡特性方程式を立てると､イーブンモードについて

(3-39)

となる｡ただしα= /.ニーヰ.1/.ミり
-′,-

e 2〟ピe

Jご-4〟2('ぐ

コ･l/..

である｡

今アンテナ素子がN本の場合を考えているので､式(3-37)でk=3､k+m=N-1(すな

わちm=N-4)とし､

†:;:…-%Je.3=ガ~4(ナビ.Ⅳ_2-%Je.…)

一郎e.3=紺~4(Je.〃_2一郎e.…)
が得られる｡したがって

′e.2=(蔦.1叫㌣隼｣㌔叫㌣1')Jピ.〟十(吾.1Uf㌻~2)一巧.2巧㌻~1j)J(ノ.〃(3-40)
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ただし彗,1= 吾2=
β‥-オ‥

._､α..β＼ミーq‥β.
β-q

■

-~~

β.-q
である｡

オッドモードについても同様の手法を用いて

′√ノ.2=(雪)1U圭｢】2)-蔦2U圭｢~=)ナビ.∧十(た1U三㌢~2}一月,2U圭㌢~1})J√フ.〃(3-41)

た だ し
竺,=

吾)2=吼ガ【3一顧~jA
A一吼

Jご-4〟r三,
ヱ･l/‥ /ミ,--

ピー4〟三,

2Aイ
〃〃

ギブl=
β,､■ミ一正■ミ

β,-q.

である｡今の議論と式(3-36)と式(3-37)とをまとめると､2番

目のアンテナ素子に関して

)24】

つJ

(

＼

-
.ノ

〃

〃

e

ロ

ー
･
⊥
+
T
/′し

＼

-
.ノ

っム

2

っム

つ】

′
-
＼

l

′
1
､
へ
∠

〃
)
‥
U

ヽノ

ヽノ

つ】

1

2

1

(

l

(
▲フー

〃
)
"
U(ニ

＼

-
...ノ

2

つ⊥

上r

′｡′し

と表すことができる｡ただし据)=吾1Uf｢~2)-た2Uf｢~1)､Uf2)=焉1Uf㌻~2)一吾2Uf㌻~1)､

U圭子)=た1U壬｢~2)-た2U…㍗~1)､U三三)=雪メ】U壬㌻■2)一考ノ2U圭㌻~1)である｡同様に3番目のアン

テナ素子に関して

)
つJ

4】

つJ

(

ヽ

-
..ノ

〃

〃

ピ

〃

′

′/し＼】ノ

＼
■
■
′

)

り12

り22

〃)

‖U
ヽ
l
■
′

ヽノ

ーJ

l

つJ

l

(
-1

(

2
〃
)
=
U/しニ

＼

-
.ノ

1
､
l

､
､
､

′ピ

⊥り/し

の関係が成り立つ｡ただし据)=吼1Uf｢~2)-〃ピ2Uf｢～-)､Uf言)=吼1嗅㍗)-〃e2Uf㌻~1)､

瑠)=〃〃.U圭㍗▼2)-〃r,2U三｢】1)､U圭…)=吼1〔/…㌢▲2)-〃｡2U圭㌻~l)である｡式(3-41)と式(3-42)

を式(3-29)と式(3-30)に代入してまとめると､入り口と出口の2種類の電流は､入

り口の給電電流Izを用いて､式(3-44)のような4×4行列で表すことができる｡

0
概
0

2

0

祝
0
々

2

2底措) 2底椛)

2吼〃巧子) 2吼巧…)

2ちて巧言)+2吼招)2ち,鳴)+2底招)
2ちノ堵)+2〟仰巧:)2ち,巧…)+2吼措)

-/ノ/

-(ろ+2ら)ち
-1////′

-■1///.′

(3-44)

したがって､各素子に流れる電流Ⅰ｡がIzで与えられた｡アンテナ素子10本にお

ける､各素子に流れるイーブンモードの電流Ⅰ｡とオッドモードの電流Ⅰ｡を図3-14

に示す｡式(3-25)(この式はアンテナ素子1本の場合)で触れたように､周波数に

よって各アンテナ素子におけるイーブンモードの電流とオッドモードの電流との
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割合が変わるので､パスバンド内で周波数を適切に選択することによりイーブン

モードとオッドモードを分離することができる｡

12

10

g
8

蔦 6

4

2

0
2 4 ` 8 10

アンテナ素子番号

′■＼

■-l

ヽ一一′

功

.j⊃
(弓

4

3

2

1

0
2 4 ` 8

アンテナ素子番号

図3-14､入力電流Iz=1時の各アンテナ素子におけるイーブンモードとオッド

モードの電流の振幅の絶対値｡(a)巨76MⅢzの場合はイーブンモードの電流が

大きく､オッドモードと分離できている｡(b)巨75MHzの場合はイーブンモー

ドとオッドモードの電流の大きさがほぼ同じであり､2つのモードが混在し

ていることが分かる｡

10

各電流が分かると入力部のインピーダンスZが式(3-30)から求められる｡後述す

る模型アンテナの実験からパラメータの値を概算して､L=9xlO-8H､Ll=L2=La=

Lb=4･5xlO-8H､Mz=MA=3xlO-9H､Lc=Mee=Moo=9xlO-9H､C=50xlO-12F､

R=0.5n､ZA=50nとすると､給電部のインピーダンスZが特性を数値的にしらべ

ることができる｡Zの周波数特性を図3-15に示す｡

図3-15において65～80MHzに15MHz程のパスバンド幅が確認できた｡パスバン

ドは式(3-38)の判別式の実数部から計算でき､イーブンモードとオッドモードに関

してそれぞれ

Jご-4カ£>0,J三-4励£>0すなわち

J
V
′
J
リ
ー

(エ+2ル′ビe)C<〟<(エー2〟eピ)C
(3-45)

(い2上∫+2〟√ノ√ノ)C<〟<

で与えられる｡

(い2上∫-2〟｡√ノ)C
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図3-15 アンテナ素子10本の場合における給電部の(a)インピーダンス特性

と(b)電圧反射率｡

定在波の存在のために高周波特性が鋸歯状となっている｡65-85MHzのパス

バンド領域では電圧反射率が40%以下であり､進行波の励起が期待できる｡

またこのときコムラインアンテナから放出される電力を概算することができる｡

式(3-39)から､(J抽1一吼圭.丘)とト･た+l-ま′p･た〕はそれぞれ一方向(図3-9の等価回路の

右方向)と逆の方向(左方向)に伝搬するイーブンモードの波を示している｡同

様に(J′血1-qん)と 〔′√由一-ま′√メ･丘〕はそれぞれ右方向と左方向に伝搬しているオッ

ドモードの波､すなわち進行波と反射波を示している｡コムラインアンテナをプ

ラズマ実験で使用する際に重要なことはイーブンモードの波のみを一方向に励起

させることである｡前述したようにイーブンモードとオッドモードの間の相可結
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合を無視して､Je刷-⊥′e止=′e.烏-⊥∫山一-……=0とおいて右方向だけに伝搬するイ

-ブンモードの進行波を考慮すると､式(3-39)はより簡単な漸化式左仙=⊥∫(′.えにな

る｡第1節で考察したアンテナ素子が無限にある場合の理論から､プラズマに放

出する電力Prad､給電部からアンテナに給電される電力P血､アンテナの終端に透

過する電力P.ransmi.がそれぞれ

考｡`′=(
1-(威)10､1

);叫 (3-46)

1一威
ノ2

島=(古)‡叫(3-47)

且〟心血=(豊)‡叫(3-48)
と導出される｡ここでIlは1本目のアンテナ素子に流れる電流である｡このよう

にして電力のPtransmitとPinの比率である透過係数α2は

α2≡札脚仙丹′?=(威)10(3-49)

として表すことができる｡

3-3 模型アンテナ試験

3-3-1 模型アンテナについて

本実験では電流駆動用進行波アンテナの高周波特性のモデル計算を行うと共に､

LHD用実機アンテナの詳細を設計するに先立って同一サイズの銅製模型アンテナ

のモックアップを製作し､最適性能を引きだすためにその高周波特性を調べた｡

実機アンテナは､真空容器およびプラズマの大きさを考慮してできる限り大き

くなるように設計された｡その結果LHD用電流駆動用進行波アンテナは､各アン

テナストラップの長さ1129mm､幅60mm､アンテナ素子10本をトロイダル方向

に並べたシステムとして決定した｡そのうち両端の2本は高周波電力の入り口と

出口であり､残りの8本は同一形状をしている(図3-16(a))｡
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(b)

】

】

図3-16 模型アンテナの写真(a)アンテナ本体､(b)高周波磁気ブロープ

模型アンテナは実機アンテナと異なりヘリカル形状でなく直線の形状となっ

ている｡高周波磁気プローブはセミリジッドケーブルで作成し､プローブの

直径は約2cmである｡

各アンテナ素子はアンテナストラップ､/ミックプレート､27個のFaradayシール

ドで構成されている｡アンテナストラップはT字型をしており､中心部分におい
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て支柱で支えられている｡実機アンテナはヘリカルプラズマの形状に沿ってねじ

れた形状になっているが､模型アンテナは平坦な直線形状である｡高周波電流の

測定は三次元計測の可能な可動高周波磁気プローブを用いた(図3-16(b))｡

模型アンテナはその構造から高周波の給電方法(直接結合もしくは電磁誘導接

続)､給電点の位置(9箇所)､終端のダミー負荷への接続点の位置(9箇所)､ア

ンテナ素子間の距離(アンテナ素子が10本の場合20-60mm)､Faradayシールドの

個数(0-27個)､アンテナ素子の本数(ト10本)が変えられる｡

3-3-2 模型アンテナの基本性質

まず直径約2cmの磁気ループプローブを用いてアンテナを給電し､アンテナ素

子が1本､2本､3本の場合の測定を行った｡測定に用いるプローブも図16に示

した通り直径2cmの磁気ループプローブである｡測定結果からアンテナ素子が1

本の場合､図3-17(a)に示すように､72.77MHzと62.34MHzの2つの共鳴周波数を

得た｡この2つの周波数のモードがイーブンモードあるいはオッドモードのどち

らであるか調べるために､それぞれの周波数においてアンテナ素子に沿って電流

とその位相分布を測定した｡図3-18(a)にその結果を示す｡図の横軸は測定位置(ア

ンテナストラップの半分の長さで規格化した位置)､縦軸は高周波電流および入射

電力と電流の位相差である｡電流の大きさに関して､イーブンモードの共鳴周波

数においてはアンテナ素子の中心で最大になり､オッドモードの共鳴周波数にお

いてはアンテナ素子の中心で｢くぼみ｣が観測された｡これは純粋なオッドモー

ドならばアンテナ素子の中心で位相が180度変化するので電流はゼロになるはず

であるが､本実験の回路はイーブンモードとオッドモードを完全に分離できず両

モードが混ざっているため､アンテナ素子の中心においても電流はゼロになって

いないと解釈できる｡しかしながらそれぞれのモードの中心周波数は得られる｡

72.77MHzでは式(3-28)で示した中心で最大を持つイーブンモードの性質を､

62.34MHzでは中心で位相差が変わるオッドモードの性質を示しているので､イー

ブンモードの共鳴周波数転1=72.77MHz､オッドモードの共鳴周波数も1=62.34MHz

と確認できた｡あらかじめL=1.55x灯7Hと見積もられているので(詳細は3-5節

参照)､この値を用いると式(3-24)から C=30.86pF､支柱のインダクタンス

Ls=2.81xlO-8Hと求められた｡

次にアンテナ素子が2本の場合の測定を行った｡アンテナ素子が1本の場合と

同様な測定を行い､その周波数特性を図3-17(b)に示した｡式(3-26)で予測されたと

おり､59.89MHz,65.84MHz､66.96MHz､83.69MHzの4つの共鳴周波数が観測さ

れ､電流の位相の変化から仁2=(66.96MHz,83.69MHz)､f,2=5(9.89MHz,65･84MHz)

と判断した｡ここで式(3-26)から､それぞれのモードに対して､アンテナ素子が2
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本の時の2つの共鳴周波数が分かると相互結合の強さがわかる｡すなわち式(3-49)

のように､2つの共鳴周波数の差からM｡｡とM｡｡が求まる｡

/坑､′ぐ〃=

ユ/り.⊥/=

c(レ〟ピビ)2方
1

1 1 〟ビe

c(い吼ビ)

-■■一

~2方J註 エ

1

c(エ+2エ∫-〟｡｡)2方c(エ+2エ∫+叫フ｡)2方

1 〟√,｡

c(エ+2エ∫)上+2上∫

(3-50)

上式よりMee=3.56xlO-8H､M｡｡=2.02xlO.8Hと求められた｡

以上より図3-9の等価回路を構成しているコムラインアンテナのパラメータが

すべて得られたが､コムラインアンテナのモデル計算値と実測値との整合性を調

べるために､アンテナ素子が3本の場合の測定を行った｡図3-17(c)のように､も3=

(68.29MHz,77.04MHz,87.12MHz)､も3=(58.7MHz,64.23MHz,68.29MHz)であっ

た｡式(3-27)の理論式に､図3-17(a)(b)のデータから得られたL､Ls､C､Meeおよ

びM｡｡の値を代入するとイーブンモードの共鳴周波数の理論値は(63.22MHz,

72.77MHz,88.56MHz)となる｡この不一致は実測値がアンテナモデルと少し差異

があることを示しているが､たとえばF72.77MHzに対する77.04MHz との誤差

△巨4.3MHzであり△釧ト5.9%と小さいのでアンテナを定性的に調べるには満足ので

きるモデルとみなせる｡
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図3-17 電磁誘導結合型の高周波特性｡

(a)アンテナ素子が1本の場合ち.=72.77MHz､C,1=62･34MHz｡(b)アンテナ素

子が2本の場合､仁2=(66.96MHz,83.69MHz)､ら2=(59.89MHz,65.84MHz)､

(c)3本の場合､仁,=(68.29MHz,77.04MHz,87.12MHz)､C,3=(58･7MHz,64･23MHz,

68.29MHz)｡
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図3-18 アンテナ素子1本におけるイーブンモードとオッドモードの電流特

性｡(a)高周波電流の振幅､イーブンモードの電流の振幅は中心部分で最大と

なり､オッドモードのそれは中心で小さくなる｡(b)高周波電流の位相｡イー

ブンモードは位相が変わらない｡一方オッドモードは中心で大きく変化する｡

3-3-3 給電位置に関する最適化

コムラインアンテナの大きな特徴の一つに､進行波通過周波数帯(パスバンド)

を持つことが挙げられる｡この周波数帯内で周波数を変化させることにより波の

位相速度を制御することができる｡模型アンテナにおいて､高周波電力の給電位

置とダミー負荷への接続位置(タップ位置)を最適になるように実験的に決定し､

そのときのパスバンドと電力透過率と反射率を確認する｡

LHDコムラインアンテナは10本のアンテナ素子を並べて相互結合を利用して

波動を伝搬させる仕組みとなっている｡そのため両端のアンテナ素子は一方から

の相互結合しか受けない｡一方､給電は外部にある発振器から同軸管を経由して

行われる｡外部同軸管は両端のアンテナ素子にのみ接続されているため､外部同

軸管の接続位置を調整することによって電気的に両側から相耳結合を受けている
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ように模擬することができる｡

模型アンテナにおいて､高周波電力の給電位置とダミー負荷への接続位置はそ

れぞれ9箇所ずつ変えられるように製作されている｡終端のダミー負荷を50n､

アンテナ素子間の距離をアンテナ長の1/3である32mm(標準値とする)に固定し､

10本のアンテナ素子のそれぞれに流れる高周波電流を測定する｡給電位置の最

適値を決定するために､評価パラメータCSWR(CurrentStandingWaveRatio)を導

入し､

C∫抒/犬=
//l+リ_‖-こl＼州)
Jノトレrlmin(刷

(3-51)

と定義した｡

模型アンテナ実験における最適化の主な目的は1)オッドモードの振幅を減ら

すこと､2)イーブンモードの前進波を励起し､反射波を減らすこと､3)アンテナ

系を50n伝送系に一致させることである｡これらの目的達成には給電のタップ位

置と終端のダミーロードへのタップ位置が強く依存している｡図3-8のアンテナ概

念図や図3-9の等価回路から分かるように､タップ位置はLl/(Ll+L2)で規格化す

ることができる｡このようにして､アンテナ系を50n伝送系に一致させるために､

すなわち終端における反射波を減らすために終端のタップ位置依存性を調べた｡

評価パラメータCSWRはアンテナ系が最適化された場合に1となるので､明確な

指標となっている｡

信号発生器(SG)から給電部に高周波電力を送り､それぞれのアンテナ素子に

流れる高周波電流を測定した｡アンテナの終端部すなわち給電の出口側には50n

抵抗器(ダミーロード)が取り付けてある｡両端のアンテナ素子は9つのタップ

位置があり､アンテナストラップの長さ2Jで規格化した長さを使ってそれぞれ中

心から距離yを示すと(y=0.058/,0.134/川.210/川･287/川･363/川･440ち0･515/川･593/,

0.66叩である｡給電を入り口側と出口側を逆にすれば､コムラインアンテナを用い

てプラズマ中に駆動する電流を逆向きにできるので､タップ位置は入り口側と出

口側でトロイダル方向に対して対称とする｡入り口側のタップ位置を0.363/に固

定し､出口側のタップ位置をスキャンして得られた結果を図3-19に示す｡横軸が

タップ位置､縦軸が評価パラメータCSWRである｡タップ位置yが0.36/の時､

CSWRが最小値2.09であった｡したがってこのタップ位置が最適とみなし以後の

測定ではこのタップ位置を採用した｡厳密に言えば､タップの最適位置には周波

数依存性があるので､イーブンモードの中心周波数における最適タップ位置とい

うことになる｡
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図3-19 終端タップ位置の最適化

イーブンモードの中心周波数72.77MHzの場合､終端のタップ位置『0.18/に

おいて､定在波の割合を示すCSWRを最小にすることができた｡

3-3-4 アンテナの評価

アンテナ素子10本において同様の方法で高周波電流を計測した｡アンテナの

終端には50日を取り付け､まずはパスバンドを調べるために周波数特性を調べた｡

最適化されたタップ位置において電力透過率を図3-20の(a)に､電力反射率を(b)

にそれぞれ示す｡模型アンテナのパスバンドは式(3-45)から､

J
U
了
′
l
′
丁

1可2〟eg/上)<(′/美)1-(2吼e/エ)

1+‡2叫,ノ(い2り‡<(′/£)<ト‡2〟｡｡/(い2り‡
(3-52)

と与えれ､イーブンモードに関して56.33MHzから89.2MHz､オッドモードに関

して53.49MHzから71.19MHzと求まる｡図3-20(a)の斜線部はそれぞれのモードの

パスバンドを示している｡

この理論値は測定された図3-20(a)から判断できるパスバンド72-89MHzとほぼ

---一一致しており､モデルの整合性が確認できる｡パスバンドの領域にある周波数は

いずれも反射率が小さく､給電の入り口から出口まで高周波電力が透過している

ことが確認できた｡また明確な特徴として､モデル計算における2つのモードが

混在している領域(56.33MHzから71.19MHz)においては透過率が激しい周波数

特性を示している｡イーブンモードのみの領域は透過率のなだらかな周波数特性

を示している｡
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図3-20 最適化されたタップ位置における(a)電力透過率､(b)電力反射率(実

線)および透過率と反射率の和(点線)｡(a)の斜め線で囲まれた部分は計算に

よって算出されたイーブンモードのパスバンド(斜線)とオッドモードのパ

スバンド(横線)｡実験結果も理論計算も共に72-89MHzの周波数領域で2つ

のモードの分離ができている｡
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図3-21最適化されたタップ位置における中心周波数(72.77MHz)の電流特

性｡(a)高周波電流の振幅｡振幅の変化が小さく､評価パラメータG(direc)=0.7

であった､(b)位相｡約72度ずつ一定に変化し､指向性の高い伝搬が確認で

きた｡

このような特徴は前章で得られたモデル計算から予測できたことである｡イーブ

ンモードのパスバンド領域では構造が複雑にならないのは､終端からの波の反射

が小さく定在波が立たないためである｡詳細は次章で述べる｡

次に周波数がイーブンモードの中心周波数に注目して10本アンテナのそれぞれ

に流れる電流の振幅と位相について調べた｡図3-21(a)と(b)にそれぞれ示す｡周波

数は72.77MHzで終端は50f2抵抗器が取り付けてある｡図3-21(b)から高周波電流

の位相が約72度ずつほぼ一様に変化していることが分かる｡このことはイーブン

モードの進行波が主に励起できていることを意味している｡モデル計算ではイー

ブンモードの中心周波数72.77Mzにおいて位相が90度ずつ変化するため､実験と

モデル計算とでは少しの相違が見られることに留意しなければならない｡ここで､

この相違の原因として考えられることは､共鳴周波数の測定において単独のアン

テナ素子はアンテナ取り付け枠からはずして測定を行っていることにある｡その

72



共鳴周波数はアンテナ素子を置く位置で多少変わる｡引用した数値はアンテナ素

子が銅板の上に置いてある状態で測定した｡そのため10本並べるための枠に載せ

て測定するとより高い共鳴周波数を示すと想定され､実験で測定された位相が90

度と一致しないことも説明ができる｡詳細は3-3-1に示す｡アンテナ間位相

差はパスバンドの下限で平均4.64度であり､波長が長くないため波の位相速度は

極めて大きく､この場合電流駆動に適している｡そして上限では172度と180度

に近く､波長が長いため波の位相速度は小さく､この場合電子加熱に適した条件

となる｡この全体的な周波数依存性は理論と一致し､測定において位相が90度ず

れる周波数は77.39MHzであった｡また､図3-21(a)に見られるように､ほぼ同じ

大きさの振幅が10本のアンテナ素子にそれぞれ流れていることが分かる｡各アン

テナ素子に流れる電流の一様性は駆動波の指向性に関連して重要である｡そのた

め電流駆動効率と密接に関連する波の指向性の評価パラメータとして式(3-50)の

電流の定在波の割合を示すCSWRに続き､

J(成re(う= (3-53)

を導入する｡G(direc)はⅠ,=0で1となり､If=0で0となる｡図3-21(a)からCSWR=1･53

が得られる｡このときG(direc)=0.7となり､入射した全電力の70%が進行波として

伝搬されている｡

以上により､模型アンテナの実験から少なくとも72MHzから89MHzの領域で

コムラインアンテナのイーブンモードを強く励起できることが確認できた｡

3-3-5 プラズマの模擬試験

最適化された高周波電力入射および出口のタップ位置を選択し､Faradayシールド

とアンテナストラップとの間に抵抗Rpを設置し､アンテナ前面に存在するプラズ

マを模擬した｡
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図3-22 プラズマを模擬した場合の特性(仁75.01MHz)

(a)高周波電流の振幅と(b)位相｡抵抗Rpのために伝搬にしたがって振幅が小

さくなっていることが分かる｡反射波が小さいため､位相の変化はほぼ一定

である｡

図3-9の等価回路において各アンテナ素子の抵抗Rで消費される電力 Plは

雪=1月′2であり､
2

Faradayシールドとアンテナストラップとの間に抵抗Rpをがあ

ると､その抵抗で消費される電力P2はろ=荒となる0

またr=(志+月)′仁志
であるので､プラズマを模擬するための抵抗Rpは

雪=ぢの関係から私=志雄nと算出できた0プラズマを模擬した時の高周
波電流の変化と位相差を図3-22に示す｡位相差に関してはプラズマを模擬する前

(図3-22)とほとんど変わっていないが､高周波電流が指数関数的に小さくなっ

ているのが分かる｡これは進行波のみ存在している場合における電流の式(3-2)の
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理論で定性的に説明できる｡

3-4 実機アンテナ試験(導体支柱)

3-4-1 実機アンテナの基本性質

実機アンテナの写真を図3-23に示す｡(a)は10本のアンテナを枠に乗せて正面

から見た図､(b)は1つのアンテナ素子を分解し､写真の上からアンテナストラッ

プ､Faradayシールド､バックプレーとの順に並べたものである｡実機アンテナは

LHDのヘリカル形状に沿って振れている｡平板の模型アンテナにおいてイーブン

モードの選択的な励起に成功したが､実機アンテナはこの振れがモードの分離に

どのような影響を与えるのかに関心がある｡以上を踏まえて模型アンテナでの実

験手続きと同じように実機アンテナの高周波特性試験を実行した｡まず模型アン

テナにおける測定と同様に､アンテナ素子が1本の時の周波数特性を調べた｡図

3_24に横軸周波数､縦軸をアンテナに流れる電流を示す｡模型アンテナにおける

アンテナ素子1本の場合は図3-17に示したとおり､イーブンモードの周波数もオ

ッドモードの周波数もはっきりとピークが現れていた｡実機アンテナ素子の材質

は当初SUSであり､共鳴のピークの鋭さを表すQ値を概算すると Qsus=5､

Q｡｡｡,er=67であった｡アンテナの周波数特性には材質によるQ値が大きく関係して

いると思われるため､Q値を大きくするために実機アンテナの各ストラップの表

面に銅メッキを施した｡

また各アンテナ素子の共鳴周波数は測定の場所に依存するので注意した｡これ

はアンテナのバックプレートがアースとならず､アンテナ素子がひとつのストラ

ップとして作用し､その共鳴周波数が確認されたと思われる｡この共鳴モードを

本論文ではホールモードと呼ぶ｡バックプレートを完全に接続することでこのモ

ードは消すことができる｡以下の実機アンテナの測定試験では10本のアンテナの

バックプレート間を電気的に接続してホールモードが存在しないようにした｡
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(b)

図3-23 実機アンテナの写真

(a)正面全体図､(b)アンテナ素子､上からアンテナストラップ､FaTadayシー

ルド､バックプレート｡模型アンテナと異なり､ヘリカル形状に合わせて振

れている｡

銅メッキを施し､銅板の上にアンテナ素子を置いて､アンテナ素子が1本の時

のアンテナ電流と位相の変化を測定した｡高周波電流の測定は模型アンテナと同

様の方法で行った｡すなわち､ストラップとバックプレートの間に励起用の磁気

プローブを置き､その時に流れる高周波電流を計測用の磁気プローブで測定を行

った｡アンテナ素子が1本の場合と2本の場合の周波数特性を図3-24(a)(b)にそれ

ぞれ示す｡イーブンモードの周波数が65.OMHzに､オッドモードの周波数が
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61.OMHzにそれぞれ分離することが確認できた｡
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図3-24 アンテナ素子1本における実機アンテナの高周波特性

イーブンモード､オッドモードの中心周波数はそれぞれ65.1MHz､61.OMHz

であった｡

それぞれのモードに関してアンテナに沿う電流の大きさと位相をしらべた｡図

3-25(a)に高周波電流､(b)に位相をそれぞれ示す｡模型アンテナの場合と同様に､

イーブンモードの共鳴周波数(=65.1MHz)における電流の振幅の分布もオッドモー

ドの共鳴周波数(=61.OMHz)の電流の分布も､式(3-28)によって与えられたオッドモ

ードの分布に似ている｡以上より､実機アンテナのパラメータが､L=1.55xlO~7H､

C=38.78pF､Ls=0.97xlO~8H､Me｡=3.90xlO-8H､M｡｡=3.68xlO-8Hと算出できた｡
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図3-25 実機のアンテナ素子1本における(a)高周波電流､(b)電流の位相

(a)高周波電流の振幅｡イーブンモードの電流の振幅は中心部分で最大となり､

オッドモードのそれは中心でくぼむ｡(b)高周波電流の位相｡イーブンモード

は位相が変わらない｡一方オッドモードは中心で大きく変化する｡以上の特

性は模型アンテナの場合(図3-18)と同じである｡

3-4-2 給電位置の決定

模型アンテナで最適の給電位置を決定したのと同様に実機アンテナにおいても

給電位置を決定した｡各アンテナ素子に流れるRF電流を測定し､10本目のアン

テナ素子の終点に50日の抵抗器を備えた｡両端のアンテナ素子にはそれぞれ9つ

のタップ位置l/lnがあり､素子の中心からの規格化された距離は1几=0.058､0.134､
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0.210､0.287､0.363､0.440､0.515､0.593､0.669である｡タップ位置に関する試

験結果を図3-26に示す｡横軸はタップ位置∽｡であり､縦軸は簡単化された評価

パラメータである｡タップ位置∽〃が0.36の時､評価パラメータCSWRは最小値

3.6を示した｡また終端を50出でなくマッチング回路にした場合の測定を行った｡

結果は図3-26に点線で示してある｡終端をマッチング回路に変えても最適のタッ

プ位置は終端が50nの時と同じ場所となった｡
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図3-26 実機アンテナにおけるタップ位置の依存性

イーブンモードの中心周波数65.1MHzにおいて終端のタップ位置を変えて

CSWRを調べた｡実機アンテナにおける最適タップ位置は模型アンテナの場

合とほぼ同じであった｡赤線は終端が50nの場合､青線は終端にマッチング

回路をつけてイーブンモードの定在波を減らした場合｡いずれの場合も同じ

タップ位置で最小のCSWRをとった｡

最適化されたタップ位置において電力の透過率P｡､.t/Pinと反射率P,edPinを調べた｡

周波数の依存性を図3-27に示す｡図の斜線部は計算で求めたイーブンモードとオ

ッドモードのそれぞれのパスバンドである｡透過率や反射率が波打っ性質は模型

アンテナと同じである｡しかしながらイーブンモードのパスバンド(50MHzから

100MHz)の全領域にわたってオッドモードの急峻なピークが混ざっていることに

注意しなければならない｡それらのピークは､狭いパスバンドを形成しているこ

とが認識される｡模型アンテナでは2つのモードが完全に分離されていた｡実機

アンテナで図の斜線部分のようにモードが重なっている理由は､実機アンテナの

相互インダクタンスが模型アンテナの相互インダクタンスよりも小さいことが考
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えられる｡すなわち実機アンテナのM｡｡/Meeが模型アンテナのM｡｡/Meeよりも大

きいことと関係があると思われる｡実機アンテナと模型アンテナの相互結合係数

を表1にまとめる｡

表3-1実機アンテナと模型アンテナのモード比

Mee M00 M｡｡/M飴

実機アンテナ 3.90xlO~8H 3.68xlO~8H 0.94

模型アンテナ 3.50x10~8H 2.20xlO~8H 0.63

表3-1において実機アンテナと模型アンテナのMeeはほぼ同じオーダーであるのに

対して､実機アンテナのM｡｡は模型アンテナのM｡｡よりも1.67倍も大きく､割合

M｡｡/Meeで比べると､実機アンテナは模型アンテナの1.49倍大きい｡これは実機

アンテナではオッドモードのパスバンドが広がったことを意味している｡

次に周波数はイーブンモードの中心周波数に固定し､それぞれのアンテナ素子

における電流の振幅と位相を測定した｡図3-28(b)に示すとおり､電流の位相は約

52度ずつほぼ一定に変化した｡モデル計算では中心周波数で位相が90度ずつ変化

するので相違が見られた｡しかしながらパスバンドはバンドの周波数下限で0度､

上限で180度の変化を見せているためこの点はモデル計算と同じ特徴を有してい

る｡図3-27に示したパスバンドの中から特徴的な8つの周波数に注目し､それぞ

れ位相の変化を調べた｡図3-29にその結果を示す｡周波数を変更することによっ

て位相平均変化の大きさが変わっているのが分かる｡パスバンド内ならば周波数

を変えることによって自由に波数を選べることが確認できた｡ただし周波数は鋭

いピークを持つオッドモードの周波数は避け､イーブンモードが強い周波数を探

さなければならない｡77MHzから80MHzの周波数領域は､透過率が非常に低い

ので使用できない｡現在のタップ位置においてオッドモード共鳴が偶然強い領域

となっていることが予測される｡
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図3-27 実機アンテナの透過率と反射率

最適化されたタップ位置における(a)電力透過率､(b)電力反射率(実線)およ

び透過率と反射率の和(点線)｡(a)の斜め線で囲まれた部分は計算によって算

出されたイーブンモードのパスバンド(斜線)とオッドモードのパスバンド

(横線)｡模型アンテナの場合(図3-21)と異なり､オッドモードのパスバン

ドが広く､イーブンモードとオッドモードの分離には適切な周波数選択が必

要である｡
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図3-28 終端50E2の場合の高周波電流特性(仁65.1MHz)(a)振幅､(b)位相

評価パラメータG(direc)=0.75であり､電力の75%が進行波として伝搬してい

ることを意味する｡この時の位相はアンテナ素子1本変わる毎に平均約50

度で変化する｡

図3-28(b)と図3-31において､観測された位相の変化の一様性は駆動電流の指向

性が良いことを示す｡しかしながらその電流の振幅は図3-28(a)に示すように10本

のアンテナ素子にわたって変化しているので､終端からの反射波が生成している

と考えられる｡評価パラメータo(direc)=0.75であり､これは電力の75%が進行波

として伝搬していることを意味する｡評価パラメータo(direc)の値は次節で示すよ

うなインピーダンス整合を取り入れることによってさらに上げることができる｡
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図3-29 実機アンテナにおける各周波数における位相の変化

パスバンド内においてイーブンモードが強いと思われる周波数を選択し､横

軸に素子番号､縦軸に位相としてその変化を調べた｡図から適切に周波数を

選択すれば指向性の高い電流が駆動できているので､実機アンテナにおいて

励起する波のk′′も選択できる｡

3-4-3 インピーダンス整合

駆動電流の指向性を高めるために､アンテナ終端の50n抵抗器の代わりにイン

ピーダンス整合器が取り付けられた｡等価回路は図3-9に示したとおりであり､終

端部のインピーダンスZAは複素平面上で変えられる｡そこで終端部でインピーダ

ンス整合をとり､評価パラメータo(direc)が最大となる操作条件を見つけた｡

図3-30に中心周波数65MHzで測定したRF駆動電流の振幅と位相をそれぞれ示

す｡図3-30(a)と図3-28(a)から､マッチングをとっていない場合(CSWR=3･75)より

もマッチングを取った場合の方がRF電流の振幅は変動が小さい(CSWR=1.92)｡そ

れに対応して､マッチングをとった場合はG(direc)=0.91が得られ､マッチングを

とらない場合o(direc)=0.75に比べて著しく良い値が得られた｡一方位相に関しては

マッチングをとる前(図3-28(b))と後(図3-30(b))であまり差が見られない｡位

相の変化は駆動電流の指向性に関係があるが､指向性を評価する場合はo(direc)を

調べれば良い｡

模型アンテナの章でも触れたように､パスバンドが波型になるのは終端からの

反射が原因である｡図3-30に示したように､中心周波数に注目した場合､反射は

マッチングをとることで小さくすることができる｡マッチング回路を導入するこ

とで反射は導入前に対して約0.57倍に小さくすることができた｡整合をとった場
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合と終端が50日の場合の反射特性をそれぞれ図3-31に示す｡本研究ではマッチン

グ調整は終端でのみ行ったが､もう1つのマッチング回路を給電部にも採用すれ

ば反射はゼロにできるだろう｡同様に､図3-31は65MHzは試験ではもっとも良

い選択ではなかったかも知れない｡しかしながら十分適用できる範囲にあると考

えられる｡
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図3-30 インピーダンス整合をとった場合の高周波電流の特性(仁65.1MHz)

(a)振幅､(b)位相｡G(direc)=0.91が得られ､終端が50E2の場合(図3-30)に比

べて1に近い値が得られた｡
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図3-31インピーダンス整合の効果

青線は終端が50nの場合､赤線は終端にインピーダンス整合回路をつけて

65.1MHzでマッチングをとった場合の電圧反射率｡マッチングをとることに

よって反射率が減っていることが分かる｡

マッチングの役割は､別の表現をすると終端のインピーダンスZAを複素平面

で調整し50nに近い値にすることによって､コムラインアンテナのアンテナ素子

数を無限にあるように見せることである｡ただしマ1ッチングをとる前に適切なタ

ップ位置を選択することが必要である｡

-イーブンモードの純度を評価するために､RF電流の振幅と位相がそれぞれの

アンテナ素子の3点で測定された｡すなわちストラップの中心(y=0)と中心から

両端に向かって0.35J離れた点(γ=±0.35J≡γ±)の3点である｡式(3-28)を使って

イーブンモードとオッドモードの振幅の大きさを求める公式がそれぞれ

Jビ(,=lJ｡l (3t54)

J｡(j=
(lI+Icos6十-II_lcos&)2･(1I.Isin6+･lILIcos&)2

, (3-55)

と求まる｡ここで1J｡lとIJ±lはそれぞれy=0とγ=γ±で測定された電流の振幅の

大きさであり､範はγ=γ±における測定された電流の､y=0との位相差である0

イーブンモードの純度を調べるために､評価パラメータとして

廟卸)=姜…/〔姜帖姜叫(3-56)
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を定義した｡イーブンモードのみ存在する場合G(purity)=1となり､オッドモード

のみ存在する場合o(purity)=0 となる｡測定データを用いて50E2終端の場合

G(purity)=0･72､マッチング終端の場合G(Purity)=0.74と求まった｡わずかな数値の

変化が見られたが､ほとんど変わらない｡このようにして､マッチング調整はイ

ーブンモード純度には寄与しないが､駆動電流の指向性を改良するのに大変役に

立つことが理解できた｡

3-4-4 実機アンテナ試験(絶縁体支柱)

前節までの議論で､イーブンモードのみが存在する場合が好ましいことが分か

った｡そこで将来の設計のためにオッドモードを生成させる導体支柱を絶縁体支

柱に取り替えて試験を行った[5]｡支柱以外の部分や測定方法は前節と全く同じで

ある｡1本アンテナの周波数特性を図3-32に示す｡オッドモードが明らかに消え

たことが確認できる｡イーブンモードのみが62.62MHzに存在し､この共鳴周波数

は導体支柱の場合の65.1MHzに近い｡
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図3-34 絶縁体支柱1本の場合の周波数特性

オッドモードがなくなりイーブンモードのみ励起されていることが分かる｡

共鳴の中心周波数は62.62MHz｡

同様に､アンテナ素子に沿って測定した高周波電流の振幅と位相を図3-33(a)と

(b)にそれぞれ示す｡振幅も位相も式(3-28)で与えられたイーブンモードの電流分布

に非常に近いことが確認できた｡

アンテナ素子を10本並べ､前節と同じ方法で各素子の3点で電流の振幅と位相

を測定した｡周波数は1本アンテナの中心周波数62.62MHzで固定してある｡アン
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テナは50n抵抗器で終端され､一方から給電される｡測定結果を図3-34(a)と(b)に

示す｡図3-34(b)と図3-28(b)を比較することにより､位相変化に関してはあまり差

がないように見える｡実際に､図3-34(a)から終端が50nの評価パラメータは

G(direc)=0.77であり､これは導体支柱の0･75とほぼ同じ値である｡同様の実験か

ら終端において整合をとるとG(direc)=0.87が得られる｡これは導体支柱で整合を

とった場合の0.91と同じくらい高い値である｡

またイーブンモードの純度に関しても同様の測定を行った｡終端が50日の場合

G(purity)=0･79であり､導体支柱の場合0･72よりも良い値を示した0整合をとった

場合､G(purity)=0.85となり導体支柱の0.74に比べて大きな改善が見られた0

最後に電力透過率と反射率および透過率と反射率の和を図3-35(a)(b)に示す｡オ

ッドモードが無くなったため､鋭く急峻な狭いパスバンドが消え､幅広く波打つ
パスバンドの特性がよりはっきりと現れた｡
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図3-33 絶縁体支柱1本における高周波電流の特性(a)振幅､(b)位相

振幅も位相も模型アンテナや実機アンテナと同じ特性であった｡中心で最大

とならないのはFaradayシールドが機械的に非対称であったことに起因して

いると思われる｡
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図3-34 絶縁体支柱10本における(a)振幅の変化､(b)位相の変化

周波数は62.62MHzでマッチングをとった場合､G(direc)=0.87､G(purity)=0.85

となった｡
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図3-35絶縁体支柱の(a)電力透過率､(b)反射率(実線)と､透過率と反射率の

和(点線)である｡和が1になっていないのはOhmic損失による｡イーブン

モードが存在する場合､透過率が鋭く下がる傾向が見られたが､絶縁体支柱

ではイーブンモードのみ存在しているので､パスバンドの全領域にわたって

なだらかな周波数特性が観測された｡

以上より､イーブンモード純度は絶縁体支柱の採用によって著しく改善された｡

周波数に関する位相変化の依存性は他の場合とまったく同じである｡すなわちパ

スバンドの下限で位相変化が0となり､パスバンドの上限で位相変化が180度

になる｡アンテナ素子1本での中心周波数は62.6MHzであるが､周波数90度ず

れるのは79.1MHzの時である｡モデル計算よりも高い周波数となっていた｡

3-5 実験結果まとめ
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前節において､イーブンモードの純度を示す指標としてG(purity)､波の指向性

を評価する指標としてo(direc)が使われた｡ここで前節までに得られた結果を表3-2

に示し､比較する｡

表3-2 評価パラメーター覧

理想値 実機 実機 絶縁体支柱 絶縁体支柱

(50n) (matcbi一喝) (50n) (matching)

G(purity) 口 0.72 0.74 0.79 0.85

G(direc) 口 0.75 0.91 0.77 0.87

マッチングシステムを導入することにより､指向性に関して評価パラメータが

G(direc)=0.91に著しく改善された｡その一方でイーブンモードの純度に関する評

価パラメータはG(purity)=0.74であり､これはかなり良い値である｡このようにし

て､製造された実機アンテナはLHDにおいて高パフォーマンスな適用が期待でき

ると判断できる｡

しかしながら評価パラメータG(Purity)=0.74は将来的には改善の余地があるこ

とに注意しなければならない｡絶縁体支柱を導入したアンテナにおいて同様の測

定が行われ､G(purity)=0.85というより良い結果が得られている｡これは将来のコ

ムラインアンテナの改善型モデルとしての1つの候補としてみなすことができる｡

オッドモードを除去することでより高いアンテナ性能が発揮できるかもしれない｡

また､オッドモードの影響についてはよく理解できない部分があるが､LHDの

ようなねじれたコムラインアンテナの場合､イーブンモードとオッドモード間の

相互結合が無視できない大きさで存在しているかもしれない｡絶縁物体であるセ

ラミックスは実際に真空容器内で使用した場合高圧で物理的に壊れる可能性が高

い｡しかしながらこの心配点はRF電圧が低い場所に支柱を設置することで回避で

きることが期待できる｡将来的なコムラインアンテナの他の改善点として､イー

ブンモードの純度に注目してl)各アンテナ素子の対称的な2箇所に逆位相の′RF

電力供給を行う､2)給電方法を直接結合でなく磁気ループ結合とする､3)導体支

柱のインダクタンスを増やしてイーブンモードとオッドモードの中心周波数を遠

ざける､4)オッドモードを弱めるような特別な構造を追加する､などが挙げられ

る｡アンテナ設置に必要となる空間が確保できるかどうかも考慮すれば､これら

の提案は将来的に有望となるだろう｡

3-6 アンテナ･インピーダンス計算
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コムラインアンテナの放射電力に関する評価を行うために参考文献[6]の方法

で簡単なアンテナ･インピーダンスの計算を行った｡図3-36に計算のためのモデ

ル図を示す｡座標系はxがプラズマの半径方向､yがアンテナストラップに沿う方

向､Zが磁場の方向である｡

図3-36 アンテナ･インピーダンス計算のためのモデル図

x=Xlに導体壁を想定し､X=X2にはy方向にアンテナ電流が流れている｡その

z方向の幅は〆であり､その幅にわたってアンテナ電流は一様に流れていると

する｡プラズマはx>x3(領域a)を占め､静磁場8｡はz方向に加えられてい

る｡領域bとcは真空とする｡Faraday遮蔽は考慮していない｡またy方向に

は一様性を仮定している｡

アンテナ電流はy方向に一様であり､導体壁はアンテナ素子の後ろ側に位置して

いる｡それぞれのアンテナ素子は幅△wと長さ2/を有している｡n番目のアンテ

ナ素子における電流密度のフーリエ成分は

ム(丘=)=ふ(ん二)(,=ス,(丘=)け′Jlexp楓)(3-57)

で与えられる｡ここでふ(りは規格化されたフーリエ成分であり､町はアンテ

ナ電流の絶対値である｡また恥は電流の位相である｡Zにおける電場Ey(Z)は

方.､･(z)=∑仁町(帰(頼x榊ヱZ一画誠三(3-58)
によって与えられる｡m番目のアンテナ素子におけるインピーダンスZⅧはその

z′〃〃=去exp(叫z′i-Z･乃))にy(帰(り叩(項た′(3-59)
の形で与えられる｡ここでy(点ヱ)の簡単なモデルは
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y(ん三)=
一拍卿0
2んヶ (e々=ら一e~Åニち)た三(eたこら-e~たヱらト転(e克こら-e~庵ご句)

ん=(eんz∂-e~たヱ∂トん∫(eんニ∂-e~たヱ∂)
(3-60)

となる｡ここで81はアンテナストラップとプラズマ中心との距離､82はアンテ

ナストラップと導体壁との距離､8(=81+82)は導体壁とプラズマ中心の距離であ

る｡見方はプラズマ中の波数であり､その値はプラズマパラメータに依存する0
ア

ンテナからの放出電力Pantは

掴e[姜斬習〃た〕可(3-61)
で与えられる｡プラズマの密度no=2.OxlO19m~3､アンテナストラップとプラズマ

のLCFS(LastClosedFluxSurface)との距離を7cmとして計算を行った｡電流駆

動用として用いることを意識してアンテナ電流の位相は隣接するストラップ毎に

90度ずつずらした｡すなわち恥=n(几/2)とした｡計算結果を表3-3に示す｡2rと2～

はそれぞれ単位長さ辺りのアンテナインピーダンスの実数部と虚数部である｡

表3-3 アンテナ･インピーダンスの計算結果(プラズマあり)

プラズマとアンテナの距離が7cmの場合､アンテナのインピーダンスの

計算からアンテナ素子1本あたりの実数部の平均値3.42n/m､虚数部の

平均値176.14n/mを得た｡

アンテナNo. 口 2 3 4 5

Zr[n/∽】 35.32 5.21 2.11 2.35 2.49

Z′[Q/椚] 173.39 179.63 175.18 174.28 174.24

アンテナNo. 6 7 8 9 10

Zr[n/椚] 2.40 2.02 2.23 5.10
-25.02

Z′[n/椚] 174.42 174.47 173.56 178.Ol 184.22

表3-3においてアンテナ素子No.1(入り口)とNo.10(出口)の2メ.の値がNo･2か

ら9の値とかなり異なっている｡これはそれぞれのアンテナ素子は入り口側の隣

のアンテナから電力を受け取り､出口側に隣接するアンテナに電力を渡している

ことに理由がある｡中間の8本のアンテナ素子はそのような効果が相殺している

一方､両端のアンテナ素子は片側のアンテナが存在したいため値がことなってい

ると解釈できる｡実際のアンテナの場合､両端のアンテナ素子には外部の同軸管

が接続されているため､この同軸管のタップ位置を調整することで隣にアンテナ
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があるように模擬することが可能である｡No.1アンテナから No.10アンテナま

での2′一を足し合わせると､両端のアンテナの効果は打ち消され1本あたりの平均

値2′.=3.42n/mを得る｡表3-3の上から第3列目は､アンテナ電流IR｡=500Aの

時の式(3-61)から得られた単位長さあたりの放出電力であり､全放出電力は

9.66MW/mである｡アンテナ･インピーダンスの虚数部 2.の値は表3-3の上から

2行目から176.14f2/m と計算された｡等価回路に現れるアンテナのパラメータC､

L､Rの値は次の関係式によって決定される｡

⊥=(2/方)押〟)2ノ(3-62)

C=撫呵(3-63)

尺=(串)2ノ(3-64)

係数(2/冗)と(1/2)は式(3-28)で示した電流分布を考慮して導出された値である｡

アンテナ･インピーダンス計算の結果からL=1.55xlO-7H､C=38.78xlO-12F､

R=0.85nを得た｡これらの値は以前の節で使用して来た値である｡キャパシタン

スCはアンテナ形状から概算した値と(～38pF)と非常に近いことは注目に値する｡

これらの値と式(3-56)を使って電力透過係数α2が0.6と計算された｡次節では標準

値としてα2=0.7を採用する｡(X2の値はプラズマパラメータによって異なるので厳

密な値は必要としない｡

アンテナにかける高周波電圧を最大35kV とすると､最大の放出電力は式

(3-56)から約3MWとなる｡LHDで評価される電流駆動効率TIEま式(2q19)から計画し

ているプラズマパラメータにおいて

り≡J/P=17.5ん4/〟『 (3-65)

と見積もられる｡すなわち電圧が35kVの時､駆動電流は52kAと評価される｡こ

のようにして､現在のコムラインアンテナのデザインは､t分布を制御してMHD

安定性を得るためにLHDで必要とされる電流(30～50kA)を駆動することが期待で

きる｡

プラズマが無い場合においても同じ計算を行った｡その結果を表3-4に示す｡同

じパラメータで計算を行い､Z,.のアンテナー本辺りの平均値Z′_=0.38n/mと

尺=0.21日が得られた｡他のパラメータL､C､Mは表3-3で求めた値と同一であ

る｡式(3-48)において､これらの値を用いると電力透過係数α2=0.88が得られる｡

残りの12%は真空中に放出された電力であると思われる｡図3-20､図3-27､図3-35
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において透過率と反射率の合計が1に満たない理由はこの損失によるところが大

きい｡したがって､オーミック損失は小さいとみなすことができるだろう｡

表3-4 アンテナ･インピーダンスの計算結果(プラズマなし)

プラズマが無い場合(真空の場合)､アンテナのインピーダンスの計算

からアンテナ素子l本あたりの実数部の平均値0.38n/m､虚数部の平均

値179.28nイmを得た｡

アンテナNo. 6 2 3 4 5

Z′.[畠/椚】 43.25
-5.87 -8.58

2.73 5.28

Z′【n/椚] 188.07 190.64 17l.04 168.40 176.93

アンテナNo. 6 7 8 9 10

Zr[n/椚] -2.60 -5.37
5.94 8.42

-40.69

ろ[n/椚] 179.60 171.07 168.43 188.04 190.57

3-7 リング型電力合成器

α2をコムラインアンテナの電力透過係数とすると､式(3-49)からα2=(α｡2)10と表

される｡このときβ2=1一α2はプラズマに放出された電力の割合となる｡コムライ

ンアンテナは大面積を有しており､駆動電流の指向性をよくするために､α2はル

ープアンテナよりも大きい方がよい｡一方､α2の値が小さすぎると入射電力が10

本アンテナの最後のアンテナ素子まで伝達されない可能性が生じる｡したがって

α2は0.5から0.9であることが望ましい｡LHDで使用するコムラインアンテナは

大面積のために真空用内で可変アンテナとするのが幾何学的に難しい｡そのため

水冷の機能はアンテナを支える枠のみに設置し､パルス運転用のアンテナとして

設計された｡水冷なしで熱負荷に耐えられるためには有る程度のプラズマとの距

離が必要であり､アンテナの先端(Faradayシールド)とプラズマの最外殻磁気面

(LCFS:LastClosedFluxSurface)との距離は7cmとする予定である｡このとき前節

の計算より入射電力の透過率α2は0.6であった｡電力透過率α2はプラズマの状態

によって変化する値であるため､標準の実験条件でα2=0.7を採用しても定性的な

特性はα2=0.6の場合と同じとみなすことができる｡プラズマに吸収されず透過率

した70%の入射電力を有効に使う方法がある｡それは｢リング型電力合成器｣を

電力循環器として採用する方法であり､この合成器の導入により入射した電力の

100%をプラズマに放出できる｡図3-37にリング型電力合成器を用いたアンテナシ

ステムの概念図を示す｡
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図3-3フ リング型電力合成器を用いたアンテナシステムの概念図

特性インピーダンスZ(トZa､Zbを有するリング型電力合成器を用いて透過し

た電力を再利用する｡そのためにはコムラインアンテナの入射側と出力側に

インピーダンス整合器が必要である｡また信号発信機(SG)と透過した電圧

V4bの位相が90度ずれるように位相変換機が必要である｡リング型の4つの

角は図に示した通り､SGから時計回りにNo.1からNo.4とする｡また下付き

文字の"P,と"b"はそれぞれ進行波と反射波を意味する｡

コムラインアンテナでリング型電力合成器を採用するためには1つの位相変換器

と2つのインピーダンス整合器が必要となる｡その2つの整合器はアンテナの給

電側と透過側にそれぞれ設置し､整合器の電気特性をアンテナに対して対称にす

ることで進行波の指向性を逆向きにすることが可能である｡

図3-37においてコムラインアンテナ全体のシステムはリング型電力合成回路とコ

ムラインアンテナ本体との2つのブロックに分かれている｡リング型電力合成器

は4つのポートを有し､それぞれ高周波の給電部(No.1ポート)､コムラインアン

テナへの入射部(No.2ポート)､模擬負荷への接続部(No.3ポート)､コムライン

アンテナから透過した電力が循環されて入射される部分(No.4ポート)となって

いる｡すなわちRF電力はNo.2ポートから放出され､透過した電力はNo.4ポート

に循環される｡図3-37のZ｡とZbは電力合成器を構成する同軸ケーブルの特性イ
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ンピーダンスである｡この特性インピーダンスの値はα2の値によって決定される｡

α2=0.7の場合､Za=27.6n､Zb=33.1nの同軸ケーブルを採用すれば電力の再利

用を最適に行うことができる｡この他の同軸ケーブルの特性インピーダンスZoは

すべて50nとする｡

計算方法はインピーダンスを用いる方法と電気回路から連立方程式を立てる方

法と2つある｡ここでは前者の計算方法を用いて全体のシステムの電気特性を調

べた(付録A参照)｡図3-38に周波数に対するPredPin､Pdummy/Pin､Pabs/Pinを示す｡

電力合成器の効果を見るために､合成回路が無い場合のデータも示してある｡イ

ーブンモードの中心周波数65MHz付近でPabsに注目すると合成器を用いることで

電力が無駄なく使用でき､合成回路なしの場合よりも約3倍の大きさが得られて

いることが分かる｡しかし最適の周波数帯は約5MHzでこれはコムラインアンテ

ナのパスバンド全領域に対して使用するには不十分である｡それゆえ､たとえば

同軸ケーブルの長さを変えるなどのような､周波数帯を調整できる電力合成器の

開発が必要であろう｡

亡叫㌔ギ｡叫蟄巨弓｡㌔叫㌔Jh

0.4

30 40 50 (iO 70 80 90 100

frequencylMHz)

図3-38 リング型合成器を用いた計算結果

○は信号発信機に戻ってくる電力､□は模擬負荷へ向かう電力､◇はリング

型合成器があった場合のプラズマに吸収される電力､×はリング型合成器が

無かった場合のプラズマに吸収される電力を示す｡それぞれの値はリング型

回路に入射する電力Pi｡で規格化されている｡イーブンモードの中心周波数

65MHz付近において､合成器を用いた場合のプラズマの吸収電力は合成器な

しの場合の約3倍得られている｡
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β2はRF電力とプラズマの結合係数を表すが､その値はプラズマパラメータに依

存する｡それゆえ､電力合成回路がβ2の変化にどれだけ依存するか調べることは

重要である｡図3-39にβ2に対するPredPin､Pd｡mrny/Pin､Pabs/Pi｡を示す｡0.1<β2<0.5

すなわち0.5<α2<0.9という広い範囲で電力合成器が良く作用していることが分

かった｡
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図3-3ウ リング型合成器を用いた計算結果

横軸のβ2はプラズマへ吸収された電力の減衰率を示す｡すなわち電力透過率

α2とβ2にはα2+β2=1の関係がある｡0.1<β2<0.5すなわち0.5<α2<0.9とい

う広い範囲で80%以上のPabs/P血が得られる｡

3-8 本章のまとめ

第3章において､LHDコムラインアンテナの電気特性が研究された｡LHDのコ

ムラインアンテナは大面積化のために特有の｢T字型｣をしており､イーブンモー

ドとオッドモードが混在しているためさまざまな問題が生じた｡

これらの問題をまず模型アンテナを使って研究し､その結果に基づいて実機ア

ンテナを最適化した｡模型アンテナは平坦な形状であるのに対し､実機アンテナ

はLHDのヘリカル形状に沿って振れている｡2つのアンテナは同じ大きさである

が電気特性は異なる点が見られた｡アンテナの特性試験の際に2つの変数G(Purity)

とG(direc)を用いて評価した｡0･(Purity)はイーブンモードの割合の指標であり､イ

ーブンモードの純度をあげることでアンテナからプラズマの中心部に向けて加
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熱･電流駆動が可能となる｡0･(direc)は定在波の割合の指標であり､マッチングを

とることで改善される｡

本章は以下のようにまとめることができる｡1)模型アンテナはイーブンモー

ドの純度も指向性も良い特性を示した｡2)実機アンテナでもパスバンドが確認

できたが､それは狭いバンドに分割されていた｡イーブンモードが支配的である

周波数帯を選択することによってプラズマ実験で使用可能である｡3)実機アン

テナと模型アンテナとの違いは支柱の存在よりもむしろアンテナ素子間の相互イ

ンダクタンスの違いに依存している｡4)オッドモードをなくすために絶縁体支

柱のアンテナで特性試験を行った｡イーブンモードの純度でも指向性でも良い特

性が得られた｡5)リング型電力合成器を使うことが電力循環の観点から有効で

あることが計算から確認できた｡また電力合成器はプラズマ抵抗が変化しても使

用できることが確認できた｡

第3章付録

3-6節で用いた計算方法をここに記述する｡外部回路の最適化に広く適用で

きる手法である｡複素インピーダンスZ2とZ4がそれぞれNo-2とNo-4のポートに

仮想的に接続されているとする｡その時､j番目から出力される電圧と電流(Ⅵ,も)

は次のように行列で表すことができる(ただしj=1,2,3,4)｡

(酔制彪14〔(叫～(叫〕り
(酔(37)項(叫/(叫〕′り
〔酔(3粋司(叫ユ(叫〕り
(幻十(37)庭4〕舶概庭2彪β〔(叫ユ(叫〕り
ここで Vlは No-1ポートに入力された電圧､丘は単位行列､

カ14=カム庭4カ〟庭3励｡庭2カ｡で定義される｡さらに〟∫(S=a,b)は特性インピーダンス

Zs(S=a,b)を持った同軸ケーブルを通過する際の電流と電圧(ⅤⅠ)の変化を示す行
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列で

.巾､= co援〕-Zl～S塘)
〔s堵〕〕′9CO援)

(∫=α,叶(A-2)

で与えられる｡fはRF周波数でちは中心周波数(65.1MHz)である｡Kt(t=1,2,3,

4)はZt(t=0,2,4)のインピーダンスを持つ各コーナーでKirchhoffの法則を適用す

庭′=しJろ7〕(坤),廠1=庭3=しJz(プア)(A-3)
で与えられる｡

Vlが与えられるとりと叛が分かるので､Z2とZ4を与えれば同軸ケーブル中の進行

電圧と反射電圧の大きさが求められ､

ひ2ノ､=2

叛･′=2

(1･吾〕り,り瑚一夏〕り
(-+吾〕…功一吾〕叛

で表される｡ここで添え字の"P,と=b"はRF電圧の進行波と反射波､=2"と=4"はNo-2

ポートとNo-4ポートをそれぞれ示す｡

電力合成器の周波数特性を得るために､複素平面でZ2とZ4をスキャンし､V4b=

αei8v2fかつv2b=αei8v.fの条件を満たすようなZ2とZ.を採用した｡回路(アンテナ､

ケーブル､位相変換器､整合器などを含む)による位相の遅れ8は､電力合成器が

適正に作動するように冗とした｡

電力合成器への入射電力Pin､RF発振源への反射電力P,ef､模擬負荷へ放出される

電力Pd｡rrmy､プラズマ放射電力Pabsはそれぞれ

軸+酬′)(A-5)
(A-6)
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覧叩=Re[扉](A-7)

蔦ム∫.r=(トα2)皆,蔦由･′=(トα2)皆(A~8)
で与えられる｡
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第4章 光線追跡法による電子加熱の評価

4-1 はじめに

第3章においてLHDプラズマの加熱･電流駆動のためのコムラインアンテナの

設計､製作および高周波特性の試験結果について述べた｡イオンサイクロトロン

周波数帯の速波を使った直接の電子加熱はイオン加熱に比べて弱いエネルギー吸

収機構である｡磁場に平行成分の屈折率(N〟)は電子加熱に強い影響を与える｡

LHDプラズマにおいて電場が一定の簡単なモデルを用いて､電子の電力吸収分布

を計算した｡図4-1の横軸にプラズマの規格化小半径､縦軸に電子加熱の強さの指

標である<P｡>/Eo2をとる｡N/′′は2､6､8.84､10､14の5つの値に固定でそれぞれ

計算した｡計算では中心密度neo=2.OxlO19m3､中心電子温度Teo=3keVとした｡こ

の計算結果からN/ノの依存性が確認でき､N′/が大きいほど､すなわち速波の位相速

度が小さいほど効率良い加熱が達成できる｡コムラインアンテナは周波数のパス

バンドを有しており､その周波数領域から電流駆動もしくは電子加熱に適切な周

波数を介して､N′ノ′を選ぶことができる｡しかしながらプラズマ中で波が伝搬する

とともにN/′ノの値が変化する場合､図4-1に示した電子の電力吸収分布は大きく変

化することが予想される｡そのため､LHDにおいてコムラインアンテナを用いた

電流駆動をより詳しく調べるために光線追跡法[1]を用いて解析を行う｡

また､図2-3に示したとおり､電子加熱と電流駆動の間には密接な関係がある｡

コムラインアンテナは高磁場佃戸2.75T)において第2高調波加熱に適している｡

詳しくは第4-3節で述べるが､この条件下において電子加熱とイオン加熱が競

合することが予測される｡光線追跡法を用いてこの競合の理論的な評価が可能と

なる｡またコムラインアンテナに対する比較としてLHDのループアンテナを用い

て計算も行う｡

第4-2節において速波の分散式の近似形を説明する｡この分散式を用いて光

線追跡を行う｡第4-3節において電子加熱の原理を簡単に示す｡速波を用いた

電子加熱の原理に電子ランダウ減衰､走行時間磁気ボンビング(TTMP:TransitTime

MagneticPumping)加熱､モード変換加熱などがある｡そのうち直接の電子加熱は

電子ランダウ減衰､走行時間磁気減衰であるが､ともに弱い加熱機構である｡第

4-4節において速波の近似分散式を用いて光線追跡法の原理を示す｡第4-5

節において光線追跡法の適用妥当性を証明し､光線追跡に用いた計算パラメータ

を挙げる｡第4-6節において計算結果を示す｡ここではヘリカル型の磁場配位

とトカマク型の磁場配位の2つ配位において計算し､k/′ノアップシフトの違いによる
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電子加熱の差異にも言及する｡

2.010-3

0.0100

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

P

図4-1N/′′に対する電力吸収分布

電場が--･-､′,一定の場合の計算｡N′≠′が大きいと電子加熱が強く起こり､また分布が

幅広くなる｡

4-2 速波の分散式

プラズマ中の波動現象を記述する方程式はマクスウェルの方程式であり､

∇･点=ヱ,(4-り
ち

∇･β=0,(4-2)

や×丘=一書,(4-3)
∇×斤⇒･晋(4-4)
と記述される｡ただし､豆は電場､∂は電束密度(∂=ぢ,且:E｡は真空の誘電率)､

カは磁場､点は磁束密度(虐=仏〃:世は透磁率)､βは電荷密度､ブは電流密度

を表す｡これらの式をフーリエ成分で書くと
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読･g(抽)=旦,(4-5)
--ト

ーート
→

ど0

読･β(ん,¢)=0,(4-6)

抹×且(ん,¢)=血道(ん,¢),(4-7)

沈×〃(ん,¢)=ノ(た,由)一泡吼β(た,叫(4-8)

となり､(4.8)式の右辺はテンソル良を用いて

ブ(忘,叶血涙(忘,〟)=えf(后,功一地方｡度･点(后,叫(4-9)

次のように書ける｡ただしノα～は外部電流源による電流密度である｡外部電流源が

ない場合､式(4-7)と式(4-8)より

斤×(カ×丘)+庭×点=0(4-10)

となる波動方程式が得られる｡ただし斤は屈折率で

斤=土石(4-11)

と表され､波数后と同じ向きのベクトルである｡磁場や波数の座標は図4-2に示す｡

Z

図4-2 座標系

分散式に用いる座標系｡波数ベクトルはx-Z平面にあり､磁場の向

きがz方向である｡

波動方程式はx,弟Z成分で書けて､
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打_tr-〃2 〟.町 方_r=+〃_丑

ん､､ 人･‥-･･､′二 ん､.-

ん_､+･＼＼八一二ん_､ んニーー＼∫ご

(4-12)

となる｡行列式を雰とおくことで分散式が得られる｡図4-2の座標系のようにz

を磁場の方向に､kベクトルをxz平面にとると次のように分散式Gが

G=

〟∬-〃ご 〟_rlノ 〟ぷ+〃.r〃=

片､甘 〟伸一〃三-〃ぞ斤-ノ=

ん二､+■へ∫､･＼∫二. んコ んニー.＼'ご

=(打=ニー呵)‡(片エr一昭)(斤Jてlノー照一昭卜片1､′冬作)

+(方訂･れ凡)‡㌔片J昔t(㌔′一昭-〃ご)(斤∬+れ凡)‡

+項軋(方.｡･町町ト㌔(片∬一昭)‡=0

と表すことができる｡両辺をKzzで割って

G=
ん､_一八･■さ

.l■

片｡Z

‡(片エ¥一昭)(片.,て-′一昭一死卜札㍉.一昔)

‡方耳,′方.,憲一(片.､う,ノー昭一Ⅳご)(片_に+れⅣヱ)‡(4-13)

+崇(キ揮(片方叩勅一片.膵(片エr一明=0
ニこでKxx､Kxy､Kxz､Kyx､Kyy､Kyz､Kzx､Kzy､Kzzはそれぞれ

高域αZ｡
ナ 〟丸

方_ば=1+∑

方即ン方.,.∝=∑

片.に=一方｡r=∑
α

片J)ノ†=1+写

exp(-〟α)∑J2J′(〝α)w(z′)/=-→DO

ふ弼αZ｡
の2

～海域αZ-,
〟2､広

f萌αZ(-
〟2

斤▲､′==一隼,j=∑
α

exp(-〟α)∑/(J′イ)w(z′)
J=･-■く沿

exp(1‰)∑JIzル(z′)/=--一厘

exp(-〟α)∑
/=-00

侃頑αZ(,J石
〟2

[〔孟+2〃α〕い2ヰ′)
exp(-〟α)∑(J′イ)z′W(z′)/=-CQ

か≠毒z(,eXp(-〟α)∑z子′′W(z′)
/=-叫Dく
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である[2,3]｡ただし

好転__〟一物α
〟α=一三ニー一千,Z/=

2砿フ~` ん｡qα

勒α=l碧 椚α｡-,㌔=雛=塩
である｡分散式(4.13)において

ん､､=∫､′一､､ん､､=一汗)､′ハ,

Ⅳ三=Ⅳぞ=〃三,〟ご=〃言,昭+〃ヂ=〃2
(4-15)

と近似することによって､コールド近似された速波の分散式Re[G]が(4-17)の条件

から

Re[G]=Re[(軋一昭)(片∬-〃り十鶴]

=(∫血一昭)(且血-Ⅳ2卜pま正

=〃2昭一(Ⅳ2+昭)∫血+∫孟正一現正

(4-16)

と得られる｡ここでSstix,Ds.ixはそれぞれKxx､-iKxyをコールド近似したものであ

り､αを粒子の種類として

戒α
ナ〃ニー叫ミr

㌔戒α哩α

∫血=1-∑

ハ､′ハ=∑¶血

一チ〟(〟2-砿)

で表される[2]｡また分散式(4-13)において近似

〟∬=軋㍉0,片､℃=一札㍉0,片=≫昭(4-17)

を使うことによって､イオンに関する分散式の虚数部Im[Gi｡｡]が

岨叫(g∬一価叫鳩卜芝純一〃賄-Ⅳ2)+可(4-18)
と得られる｡式(4-18)の右辺第2項は係数が小さいので括弧の中において数値の大

帆]=中一にY一輝叫･軒芝{軋ル←橙‡](4-19)
が得られる｡

107



次に電子に関する分散式の虚数部Im[Gelect,｡n]について考える｡

まず電子ランダウ減衰の分散式虚数部を導出する｡分散式(4-13)において近似

′=0,方.m=だ.-:､ノ=∫∫血,斤_モー,=一方.,.汀=め.一山,〟｡…だ血=ト∑曳α)~
α

Kv==K=V=0,Kx==K訪=0,ギfLr≫Ni,eXP(-FLe)=1,W(z｡)=eXP(-Z｡)

(4-20)

を用いると､(4-13)の虚数部は､第2項と第3項が支配的であるので､

Im[Gp′p｡れ〃]=1m[斤㍊+れれ‡片1V片.-ノ=-(片.,.てγ一昭-〃ご)(片∫=珊り)

+崇‡斤岬(方㍊+〃JⅣ=)一片γ航一朝

(4-21)

となる｡この内､電子のランダウ減衰に関するは第1項目の中括弧内の第2項目

(〟.,i,′一昭-〃ご)(〟∫Z十〃∫〃ご)であり､電子のランダウ減衰に関する分散式の虚数部

Im[GLanda｡]は､

帆血]=ヰ晋(∫･y血一両(4-22)
となる｡ここでPeはPstixの電子に関する項であり､プラズマ分散関数を用いて

モ=警[1+よぶz｡W(z(-)]
警[1+z(,Z]=一撃z′

と変形できるので､式(4.22)を書き直すと

帆〃血]=並虹孟2ふp(-Z言)tz′l2
(4-23)

となる｡

次に電子ランダウ減衰と走行時間磁気減衰(TTMP:Transit Time Magnetic

Pumping)との交差項に関する項を考える｡分散式(4-13)の第3項､中括弧内第2

項Ky=(K,X-Nf)から分散式虚数部Im[Gcr｡SS]は

帆･冊樫(∫･T′′∫-〃ご)](4-24)
と表すことが出来る｡さらに近似
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α=e,J=0,Z｡=叫ん動,ん⊥=叫/c

仏=豊≪l,Z()=孟≪1,仙)=1+夏=1,
仙)=告,叫z())=eXp(-か孟(zo一号z3)
を用いて､ちzを変形すると

方･握=写
応ら戒αZ｡､拓

〟2

ふe戒ez｡J正
〟2

席戒くニtて､何
〟2

(4-25)

exp(-〟α)∑(J′イ)z′W(z′)
J=-∞

exp(-〟e)(J｡-()z｡W(z｡)

exp(-Z言)

w(z(j)=eXp(一か孟(zo一号z言)
(4-27)

(4-26)

樹+写普[か〆みxp(-〟α)を叫(4_28,

-警[…詣z()eXp(-Z言)]
が得られる｡さらにA

/7t.r 旦を導入すると転履=戌c2/浸
∽e

となり､これらを式(4.24)に代入すると

h申も棚]=一書蟹zoふp(琳e[叫]
｡一題旦z｡J妄｡X｡(-Z言)R｡[∫-Ⅳ三]2

(4-29)

を得る｡

最後に､電子のTTMPに関する項を考える｡分散式(4-13)の第1項目において近

似を用いることで電子のTTMPに関する分散式虚数部Im[GTTMP]が

1m[G珊]=Im[響(〟∬-Ⅳ耽-〃珂(4_3｡,
=Im[(g∬-〃三)(〟.}:γ-〃.…-〃三)]
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と表される｡用いた近似式は式(4.14)と式(4.25)であり､

〟伴=1+

=1+

′誼ヰ､ニり
以2 exp(一札)[2/ノノ｡-2/ノノこ]w(z(,)

′､信頑ビZ｡ケ‡浸
〟2 威 exp(-Z言)

1m[Gm炉]可m[(片_汀-〃ご)(〟▲l:-ノー〃.ご-〃ご)]

=‡Re[(g∬-〃ご)])
詣頑ピZ(,丘.‡浸

〟2 〟2
C(}

exp(-Z3))(4-31)
=J;z｡ANiexp(-Z3)Re[(K.u:昭)]

である｡ただし丘∫=〟〃⊥/c,ん｡=叫′ノcである｡

式(4.16)､式(4.19)､式(4.29)､式(4.23)､式(4.29)､式(4.31)を式(4.13)に代入してま

とめると､速波の分散式Gが

G=Re[q｡n]+iIm[Gi,,n]+iIm[GL｡n血]+iIm[Gc,｡S.y]+ilm[GT7W]

=‡(斤エt-〃′≡)(〟一lうー,-〃2)+片孟卜叫G血]

十叫､信exp(-Z言)
2〃一ヌ(∫-Ⅳ2)〟2

lz′12頑βZ｡2+旦R畔.ば一項′ヽ

(4-32)

と近似形で表せる[l]｡

4-3 光線追跡法の原理

光線追跡法は波の伝播と減衰などを調べるためにMcVtyら[1]によって考案され

た手法である｡波の波面の位置ベクトル;と波数ベクトル左が

d; ∂G

(〟 ∂i/莞(4-33)

筈=芸/莞(4-34)
の2つの方程式の時間発展を解くことによって求めることができる｡ここでGは

波の分散式である｡波の伝搬はコールド(冷近似)プラズマの分散式で十分の精

度が得られるのでこの分散式を採用した｡波のエネルギー減衰計算には熱プラズ

マの分散式を採用した｡波のエネルギーの減衰率E/Eoは波数の虚数部kjを用いて､
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咄=eXp卜2†ん′･励)(4-35)
と与えられる｡ここでg､動､ん∫はそれぞれ波のエネルギー､波のエネルギーの初

期値である｡波数ベクトルの虚数成分は､Re[G]=0､波数ベクトルの虚数成分は実

数成分よりもじゆうぶん小さいという近似を用いて

G(屯十呵)=Re[G]+≠Im[G]

すなわち

血[G]=-
∂Re[G]

∂んr
ん～ (4-36)

と計算することが出来る｡式(4-35)に式(4-36)を代入することにより

〃観=eXp (4-37)

と変形され､さらに式(4-34)を用いて｡

〃旦,=eXp(

′
J
け
7

GrLml∫2
｢■lJG

■

-
L

eR∂

∂〟
(4-38)

が得られる｡本研究ではこの式(4-38)を波のエネルギー減衰の計算に用いた[5,6]｡

速波の分散式はイオンによる項Gi｡nと電子による項Gele｡tr｡nに分けることができ

る｡さらに電子による項はランダウ減衰GLB｡da｡による項とTTMPによる項GTTMP

とその2つの交差項G｡r｡SSに分けることができる｡従って､波のエネルギーがどの

項によって減衰されているのかをそれぞれ求めることが可能である｡

4-4 計算パラメータと適用妥当性

計算に用いたプラズマおよび装置パラメータは､LHD実験で普通に得られる条

件を採用した｡磁気軸Rax=3.6m､電子密度分布ne=neo(1-P8)､中心電子neo=

2.OxlO19m-3温度分布T=To(1-P2)､中心温度To=Teo=TiO=3･OkeVである｡ここで
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Pは規格化小半径であり､プラズマは電子と水素である｡密度と電子温度の分布の
グラフを図4-3に示す｡

【
c
畠
㌔
l
】
亡

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

PInll

(a)

【Aぷ】

←

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

P【m】

(b)

図4-3 計算に用いた(a)電子密度と(b)電子温度の分布｡横軸は規格化小半径p｡

計算は4つの条件(a)F75.OMHz,BT=1.5T;k〃=13.9m.1(N"=8.8),(b)F75.OMHz,

BT=2.75T,k//=13.9m-1(N′′ソ=8.8),(c)F38.47MHz,BT=1.5T,k〟=5.Om~1(N′/=6.2)およ

び(d)F38.47MHz,BT=2.7511k,,/=5.Om-1(N,//=6.2)を想定して行った｡ここでBT

は磁気軸でのトロイダル磁場､k/ノは波数ベクトルの磁場に平行成分であり､光線

追跡計算の初期値である｡実験条件は表4-1にまとめる｡

表4-1計算条件一覧

周波数 トロイダル磁場 使用アンテナ N// 7~-マ

条件(a) 75.00MHz 1.50T コムラインアンテナ 8.8 電子加熱

条件(b) 75.00MHz 2.75T コムラインアンテナ 8.8 競合

条件(c) 38.47MHz 1.50T ループアンテナ 6.2 競合

条件(d) 38.47MHz 2.75T ループアンテナ 6.2 イオン加熱
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3.0 5.5 4.0 4.5 5.0 5.O

MojorRodlus【m】

3.5 一毒.O

Mojo｢Rod盲us[¶】

3.5 4▲0 4.5 5.0 3.0 二5.5

MojorRodhJS【可

4.0

机函rR8d;しS[m】

図4-1イオンサイクロトロン共鳴層の位置

(a)低磁場､高周波数のため3倍と4倍の高次高調波サイクロトロン共鳴層

が見られる､(b)イオンの2倍高調波加熱と電子加熱の競合､(C)イオンの2

倍高調波加熱と電子加熱の競合､物理的には(b)と同じ配位､(d)イオンサイ

クロトロン加熱として1倍のサイクロトロン共鳴層がプラズマ内に位置し

ている｡

図4-4(わから(d)において､高次イオンサイクロトロン共鳴層と最外殻磁気面の位置

を示す｡ケース(a)と(b)はN′′=8.8であり､コムラインアンテナを用いて周波数

75.OMHzの速波を入射する実験を想定している｡ケース(a)において､イオン加熱

に寄与する低次のイオンサイクロトロン共鳴層をプラズマ内から除外することが

できるが､3次と4次の高次共鳴層がプラズマ内に存在している｡ケース(b)にお
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いて､プラズマ内に第2高調波の共鳴層が存在しているため､イオン加熱と電子

加熱の競合が予想される｡ケース(c)と(d)において､既存のループアンテナを用

いて周波数38.47MHzの速波を入射する実験を想定している｡ケース(c)において､

プラズマ内部に第2高調波の共鳴層が存在している｡波のエネルギーの減衰とい

う観点ではケース(b)とケース(c)は物理的には同じ加熱過程であることが分かる｡

ケース(d)において､基本波のイオンサイクロトロン共鳴層がプラズマ内に存在す

る｡ケース(d)はLHD実験で実際にイオン加熱が行われている条件である｡

計算を始める前に光線追跡法の適用妥当性を調べる｡光線追跡法を適用するた

めにはWKB近似が成立する必要がある｡ICRF帯(数十MHz)では波長が長くな

りWKB近似が成立しない可能性があるので､光線追跡法の適用妥当性を調べる｡

wKB近似の成立する条件は吉富≪1である(例えば文献[7])0速波の分散式
は近似的にの2=ん2ひ三と書くことができる｡光線追跡計算を行った条件について､
磁場に垂直方向の波長をそれぞれ示すと､水素プラズマ､中心密度no=2.0Ⅹ1019m~3

のとき､波の波長入は

A=2オん=2
が 2方β[r]

戒1.29′[九拝た]

であるので､ケース(a)のとき波長入=9.74cmとなる｡一方､実験装置(LHD)の

小半径raはr｡=60cmである｡したがってWBK近似の評価は

諾=(告訂3′2
〟21血 戒｡1_11
___～_____⊥旦=0.026≪1Uう‖′いと〃二′1A′1コ方′1

となり､プラズマ中を伝搬する波においてはWKB近似が成立する範囲にあると考

えられる｡

4-5 計算結果

4-5-1 電子加熱評価

計算結果を図4-5(a)イd)に示す｡軌跡がトロイダル方向に一周したら計算を止め

ている｡また波のエネルギーが99%減衰した場合も途中で計算を中止している｡
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図4-5 計算結果

左列の赤線は光線追跡法によって求めたある波面の軌跡をLIIDの上から見

た図である｡黒線はプラズマの再外殻磁気面を表す｡LHDは幾何学的に複雑

な形状をしているので波面が戻っているように見える点もあるが､波はカッ

トオフで反射を繰り返しながら伝搬している｡右列はエネルギーの分配図で

ある｡横軸のsは波が進んだ距離､RはLHDの大半径､Landauと書かれた領

域はLandau減衰によるエネルギー吸収､TTMPと書かれた領域は走行時間減

衰と交差項によるエネルギー吸収､ionと書かれた領域はイオンサイクロトロ

ン共鳴減衰によって吸収されたエネルギーである｡

計算条件(a)-(d)はそれぞれ図4-4(a)-(d)に対応している｡図中の太線で書かれた境界

の線は最外殻磁気面(LCFS:LastClosedFluxSurface)である｡速波はR遮断層の

内側で伝搬可能である｡LHDの場合､R遮断層はヘリカル形状をなしているLCFS

の少し内側に位置している｡

図4-5の左側のコラムにLHDを上から見た波面の軌跡､右側のコラムにイオン

および電子に吸収されたエネルギーの割合を示している｡横軸の光線の軌跡長s

をLHDの円周27tRで規格化している｡図4-5(a)において､電子のエネルギー吸収

がイオンのそれよりも大きいことが分かる｡電子に関して､TTMPによる吸収は

Landau減衰による吸収よりもわずかに大きい｡図4-5(b)において､イオンの第2

高調波加熱と電子の減衰が競合を起こすと思われたが､電子加熱よりもイオン加

熱の方が大きかった｡このことから電子加熱をおこすためには､低次のイオンサ

イクロトロン共鳴層をプラズマ内に存在しない状態にし､イオンサイクロトロン

共鳴加熱が起こらないようにする必要がある｡またループアンテナよりも大きな

Nノノを採用するべきであることが分かった｡図4-5(c)において､波のエネルギーはケ

ース(b)と同様に第2高調波のイオンサイクロトロン共鳴層によってイオンに吸
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収されている｡ここで図4-5(c)に示すように波のエネルギーの局所的な減衰が起こ

っている｡これはN∴が小さい速波がイオンサイクロトロン共鳴層を通過したため

に生じた現象である｡すなわちイオンに関する吸収の項も考慮したプラズマ(熱

いプラズマ)の分散式(4-19)の虚数成分に含まれるzoすなわちl/k/成分が寄与した

と解釈できる｡k/′が非常に小さい値の場合､Im[Gi｡n]が非常に大きな値となり､吸

収が大きくなった｡本計算において､波面の追跡には冷たいプラズマの分散式

(4-16)､波の減衰･加熱には熱いプラズマの分散式(4-19)と2種類の分散式を用い

ているが､分散式を実数成分と虚数成分に分けるこの近似方法はこの点において

は成立していない可能性がある｡しかし､k′′/シフトの影響でk′戸0の状態のままイ

オンサイクロトロン共鳴層を通過する確立は極めて小さいため､kノノ′や計算開始地点

を変えていろいろな軌跡の平均をとることによって､エネルギー減衰の見積もり

にはほとんど影響を及ぼさないと思われる｡図4-5(d)において､イオンの減衰が電

子の減衰よりも圧倒的に大きかった｡LHDのプラズマ実験においてイオン加熱に

成功しており[8-12]､この結果を光線追跡法計算でも定性的に示すことができた｡

ただし少数イオン加熱は少数イオンの含有量が重要であるため[マイノリティ加

熱]､実験結果と計算結果を比較するためには､さらなる詳細な解析が必要である

ことに注意する｡

4-5-2 k/′アップシフト

第4-1節で述べたとおり､電子による波の吸収の大きさはNノソが大きければ大

きいほど強くなる(図4-1)｡この特徴は光線追跡法による分析でも確認できる｡

しかし速波伝搬中のN,′ソはその初期値だけで決まるものでなく､プラズマ中を伝搬

する間に波数k//すなわちN//も変化する｡k//は電子加熱に大きな影響を与えるの

でこの特徴は非常に重要である｡

k′′/アップシフトのメカニズムを調べるためにトカマク磁場配位とヘリカル磁場

配位との2つの磁場で光線追跡を行い比較した｡ヘリカル磁場はMAGN[12]を採

用し､トカマク磁場は

βク(r)=
β0〟2

叩｡(月｡+rCOSβ)ト(ト胡(4-39)
を採用した[13]｡ここでB｡はポロイダル磁場､Boはトロイダル磁場､恥は主半

径､aはプラズマ小半径､0はポロイダル角､qaはr=aにおける安全係数である｡･

図4-5(a)と4-5(b)はそれぞれBT=1.5Tと2.75Tのヘリカル磁場における計算

結果であり､縦軸はk/′八横軸は2丁【Rで規格化した波面の軌跡を示してある｡図4-5(c)

と4-.5(d)はそれぞれBTこ1.5Tと2.75Tのトカマク磁場における計算結果である｡
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ヘリカル磁場配位のk〃シフト(アップシフトもダウンシフトも含む)はトカマク

配位のシフトよりもずっと大きかった｡これはヘリカル配位では強いリップルが

存在するためであり､トロイダル配位では保証されているはずのトロイダルモー

ド数の保存が崩れるためであると推察している｡
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図4-5 トカマク型磁場配位とヘリカル型磁場配位におけるk′′ノ

(a)と(b)はヘリカル磁場配位における計算結果､(c)(d)はトカマク磁場配位にお

ける計算結果｡ヘリカル磁場配位ではトカマク磁場配位に比べてk′′′の変化が

大きい｡大きなk′一′′では電子加熱が起こりやすい｡

4-6 本章のまとめ

LHDの4つのケースにおいて光線追跡法を用いて解析計算を行った｡ケース(a)

(F75.OMHz,k//=13.9m,1,BT=1.5T,N′/′こ8.8;コムラインアンテナ)において､電子に

よる速波の減衰がイオンによる減衰よりも大きかった｡ケース(b)(F75.OMHz,k′/=
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13.9m-1,BT=2.75T,N//=8.8;コムラインアンテナ)において､電子減衰はイオン減衰

に比べて弱かった｡ケース(C)(仁38.47MHz,k,/=5･Om~1,BT=1･5T,N//=6･2;ループア

ンテナ)において､電子加熱に比べてイオンの第2高調波加熱が支配的であった｡

ケース(d)(巨38.47MHz,k//′=5･Om-1,BT=2･75T,N//=6･2;ループアンテナ)において､

基本波によるイオン加熱が支配的であった｡

光線追跡法による計算において､ヘリカル配位ではk′ソの値が著しく変化する

ことが分かった｡同じ装置サイズ･プラズマパラメータのトカマク配位で同様の

計算を行った｡ヘリカル配位のk//-シフトはトカマク配位のそれよりも大きいこと

が確認された｡ヘリカル配位ではヘリカルリップルとトカマクリップルとが存在

していることがk/′′シフトを大きくする要因となっていると思われる｡k//シフトは

ヘリカル配位に固有の現象であり､電子加熱の強さに対して大変重要な役目を担

っていると考えられる｡
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第5章 LHDプラズマ電子加熱実験

5-1 はじめに

前章においてICRF速波の電子加熱機構と具体的な実験パラメータを用いてそ

の評価を示した｡ICRF速波を利用した電子加熱にはいくつかの手法があり､世界

の核融合装置において実験がなされている[1-6]｡有効な電子加熱実験を行う方法

として､(1)高Te電子加熱:電子サイクロトロン共鳴層がプラズマ中心に位置し

ている磁場配位において大電力ECHパワーを入射し､ICHやNBIを重畳して電子

温度T｡と電子密度neの値を上げる方法､(2)高次高調波電子加熱‥低次のイオン

サイクロトロン共鳴層がプラズマ内に存在しないような磁場配位においてランダ

ウ減衰や走行時間減衰による電子加熱を狙う方法､(3)モード変換加熱:2種イオ

ン混成共鳴層において速波からモード変換したイオンバースタイ波の電子加熱､

などがある｡核融合科学研究所にあるLHDにおいて第3サイクル実験において

ICRF速波を用いたモード変換電子加熱に成功している[7,8]｡コムラインアンテナ

を用いたLHDプラズマの速波電流駆動実験に先立ち､電子加熱の可能性を検討す

るため､ループアンテナを用いて電子加熱の可能性を調べる｡電子ランダウ減衰

の強さは式(4-23)から分かるように､電子温度Teとプラズマ電子密度neとに依存

している｡したがって､電子加熱がイオン加熱よりも弱い加熱機構である一方で､

この2つのパラメータの値が変化したときLHDのプラズマ実験において電子加熱

が起きる可能性が高くなる｡また電子加熱は速波アンテナの屈折率N/′′にも依存す

るが､コムラインアンテナのN//(=8.8)よりも小さいN//(=6.6)を持つループア

ンテナで電子加熱が起こるかどうか物理的に興味深い点である｡本章ではLHDに

おいてループアンテナを用いた電子加熱実験の可能性について調べる｡

第5-2節において､高T｡が達成できるように電子サイクロトロン共鳴層がプ

ラズマ中心に位置し､イオンサイクロトロン共鳴層がプラズマ内に存在する磁場

配位における実験結果を示す｡第5-3節において､コムラインアンテナを利用

する電子加熱実験を模擬した低磁場配位における実験結果を示す｡第5-4節に

おいてループアンテナを使用した電子加熱実験で得られた結果をまとめ､コムラ

インアンテナを用いた有効的な電子加熱実験の条件を提案する｡
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5-2 高T｡電子加熱実験

2004年度のLHD第8サイクル実験において､高T｡電子加熱と高次高調波電子

加熱と2つの方法で電子加熱実験を試行した｡まず本節では高T｡電子加熱実験に

よって得られた結果を示す｡実験条件は､プラズマに入射する高周波電力の周波

数f=38.47MHz､トロイグル磁場Bt=2.829T､磁気軸の位置Rax=3.5m､プラズマ

断面の大きさを示す指標γ=1.254､プラズマ断面の平均的な円形鹿を示す指標B｡

=】00%であり､ヘリウムプラズマである｡この時のイオンサイクロトロン共鳴層

の位置を図5-1に示す｡
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図5-1高Te磁場配位におけるイオンサイクロトロン共鳴層の位置

電子加熱に寄与する電子サイクロトロン共鳴層がプラズマ中心に位置するが､イ

オン加熱に寄与するHイオンサイクロトロン共鳴層もプラズマ内に存在すること

に注意する必要がある｡ランダウ減衰も走行時間磁気減衰もイオンサイクロトロ

ン加熱に比べて弱い加熱機構であるため､低次のイオンサイクロトロン共鳴層が

プラズマ中に位置している場合､ICRFを利用して電子加熱を起こすためにはECH

でじゆうぶんに電子温度を高くしておく必要がある｡

プラズマの電子密度neは電子加熱と密接な関係があるため､密度を変えて実験

を行った｡ECH生成加熱プラズマに加熱電力PECH=0.65MWとPICH=0.5MWを入射

した実験の放電波形図5-2に示す｡
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図5-2 高Te電子加熱実験(恥=1.5x101りⅦ▼3､B=2.829T)の放電波形(a)入射電

力､(b)密度と蓄積エネルギー､(c)電子温度(拡大)､(d)イオン温度(拡大)

図5-2(a)にはECH加熱電力､ICH加熱電力､ECEによって測定された4ケ所(プラ

ズマ規格化小半径p=0.061,0.311,0.61㌔0.832)の電子温度Teの時間発展が図示され

ている｡図5→2(b)にはプラズマ蓄積エネルギーW｡､線平均電子密度neを示してい
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る｡電子温度Teの詳細な変化を調べるために､図5-2(c)にICH電力入射の前後時

間を拡大した図を示した｡図5-2(d)はイオン温度である｡ICHが入射された場合は

プラズマの中心部(p=0.061､0.311)のT｡が上昇し､プラズマの外側(p=0.832)

のTeが若干減少していることが分かる｡一方､ICH入射電力を遮断する瞬間に着

目すると､切断から200msほどの遅れを伴ってプラズマの中心側のTeが下降し､

外側のTeが上昇を始めている｡またICH放電中に密度が1.5xlO19m~3から

1.8xlO19m~3まで上昇する現象も確認した｡図5-2(d)からイオン温度は電子温度より

も低く示しているが､高エネルギーイオンと電子のエネルギーとの間で熱のやり

取りがあったことも考えられる｡この時の実験パラメータで光線追跡を行うと電

子加熱の強さが評価できる｡結果を図5-3に示す｡ループアンテナはk/一/が小さい

ことと密度が低かったことからイオン加熱が支配的であった｡一方で､図5-2(b)

を見るとICHが入射されている時間に密度neが上昇している｡図5-2(d)のイオン

温度があまり変化していないことも考慮に入れると､入射したICH電力はプラズ

マと結合しなかった可能性が高い｡
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図5-3 光線追跡法による､実験パラメータのエネルギー分配図

次に同じくヘリウムプラズマで電子密度を下げ､ne=0.8xlO19m-3(ICH入射直前

の値)として行った実験結果を図5-4に示す｡
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図5-4 高Te電子加熱実験の放電波形､ne=1.OxlOlリm-3､B=2.829Tの場合

(a)入射電力､(b)密度と蓄積エネルギー､(C)電子温度(拡大図)

この図5-4から､前の2例と異なり1CH入射直後からプラズマ中心部の温度が上

昇し､加熱電力遮断直後から電子温度Teが減少し始めている｡この時間差は本放

電の場合約100InSであり､図5-2の場合の200msよりも短い｡前の二例の場合は､

実験で設定したHeプラズマに真空壁からのリサイクリングでHイオンが混入し､

少数イオン加熱が起こっているものと推定する｡この状況では､電子加熱機構は

加速された高エネルギーイオンと電子のエネルギー交換による過程である｡この

場合高周波電力遮断直後の電子温度変化はイオンと電子のエネルギー交換時間で

規定される｡その時間は､てs=200ms程度となり､実験で観測された値とほぼ一致

する｡一方電子密度の少ない場合には､相対的に混入するHイオン密度が減少し､

高エネルギーイオンからの加熱効果が少なくなり､速波からの直接電子加熱を示

唆している｡この場合モード変換による電子加熱の可能性も検討する必要があり､

HとHeイオン比率､電子加熱分布､モード変換場所の計算などの検定により､さ
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らに研究を続行する必要がある｡

5-3 高次高調波電子加熱実験

高次高調波ICRF速波を用いた電子加熱は弱い加熱機構である｡第4章の光線追

跡法の計算結果で示したように､プラズマ内に低次のイオンサイクロトロン共鳴

層が存在すると速波のエネルギーを電子に選択的に吸収させるのは難しい｡ラン

ダウ減衰やTTMPなどの過程をとおして､直接電子加熱を起こすためには､低磁

場配位においてプラズマ内のイオンサイクロトロン共鳴層が高次のものだけにす

る必要がある｡本節ではイオンサイクロトロン共鳴層をプラズマ内に存在しない

磁場配位においてランダウ減衰やTTMPを狙った実験の結果を示し､電子加熱の

可能性を検討する｡

5-3-1 Heプラズマ実験

コムラインアンテナを用いた電子加熱実験を模擬するために､既設のループア

ンテナでの電子加熱実験を試みた｡そのためプラズマパラメータおよび実験条件

を以下のように選択した｡通常ICRF加熱実験で使用する周波数は38.47MHzであ

る(コムラインアンテナの中心周波数は75MHz付近)｡そのため磁場B=1.5T､

Rax=3.6mを選択した｡入射パワーPICH=500-1000kWである｡プラズマガスはHeで

ある｡この時のイオンサイクロトロン共鳴層の位置を図5-4に示す｡第三次高調波

と第4次高次高調波の共鳴層がプラズマ内に位置していることが分かる｡この実

験で行われた2つの典型的な放電波形を図5-5に示す｡プラズマはECHで初期プ

ラズマを生成し､PNBI=1MWのNBIで加熱維持されており､そのプラズマにICH

加熱電力を入射している｡磁場強度が低いためにECE計測による電子温度測定は､

内側の磁場強度の高い場所に限定されている｡そのため測定データは､規格化小

半径p=0.611と0.912の電子温度の時間変化を示している｡トムソン散乱計測で測

定されたプラズマの中心部の電子温度を最低部の列に図示する｡
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図5_6から1CH単独入射(右側列)の場合には､電子温度の変化が少ない｡一方､

ECH加熱中にICHを重畳させる(左側列)と､P=0.611と0.912のプラズマ外側に
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おいては､電子温度上昇は認められないが､トムソンデータによる磁気軸中心部

のTeに増加が認められる｡ICH加熱電力の遮断後トムソンの電子温度は早い減衰

を示しており､プラズマ中央部での電子加熱の存在を示唆しているが､計測デー

タに細かい時間分解能がないために詳細な解析は難しい｡ECHとICHが重畳した

際に直接電子加熱の可能性を､今後の研究テーマとしてさらに研究を推進すべき

である｡

5-3-2 Hプラズマ実験

水素イオンプラズマ実験のため､磁場を下げて電子加熱実験を行った｡波の入射

エネルギーを電子に伝えるためには､低次のイオンサイクロトロン共鳴層をプラ

ズマ内から除外することが必要である｡そのため､トロイダル磁場はl.OTと0.75T

の2つの場合で行った｡それぞれの場合におけるイオンサイクロトロン共鳴層の

位置と光線追跡法[2]による加熱の評価を図5-7に示す｡
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囲5-7 実験条件におけるイオンサイクロトロン共鳴層の位置と光線追跡法

による加熱の評価(a)B=1.OT､(b)B=0.75T｡
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トロイダル磁場が1.OTの時は2倍と3倍のイオンサイクロトロン共鳴層が､0.75T

の時は3倍と4倍のイオンサイクロトロン共鳴層がプラズマ内に存在しているこ

とが分かる｡共鳴層の位置や光線追跡法の計算にはT｡｡=3keV､neO=2.OxlO19m~3､

k′.′=5.Om~1(この値は速波加熱アンテナの構造から計算される典型的な波数である)

を適用した｡電子温度が十分に高ければBt=1.OTにおいてイオン加熱と電子加熱の

競合が､Bt=0.75Tにおいて電子加熱が確認できると予測される｡

Bt=1.OTの場合の実験データを図5-8と図5-9に示す｡前図と同じようにNBl加

熱でプラズマ中心密度､0.2-l.1xlO19m~3の間で変えて維持されている｡2種類の密

度において､それぞれICH入射ありと入射なしとでその結果を比較した｡図5-8

に密度が0.7x1019m~〕の場合の放電波形とトムソン計測による電子温度の結果を示

す｡ICH加熱PICLl=0.5MWはECHと→部重複して1.3秒から1.8秒まで入射されて

いる｡ICH加熱電力入射に伴い密度が上昇する傾向が見られたので､ICH入射無

しの比較の放電においては放電中にHガスを入射して密度を上昇させ､電子密度

を同じレベルにした｡なお磁場が1.OTよりも低い場合はECHでなくNBlスター

トアップとし､プラズマの点火と維持を行った｡
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図5-8から1CH入射時の密度の大きさは1.5～1.8xlO19m~3､電子温度は1.OkeVを示
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している｡光線追跡法によるモデル計算の結果ではT｡0～3.OkeVとしたので､JCRF

速波の領域で電子加熱がおこるためにはより高い電子温度が必要だと思われる｡

ICH入射ありなしに関わらず電子温度に変化は見られなかった｡図5-8において蓄

積エネルギーWpの上昇があり､速波のエネルギーが電子かイオンにのどちらかに

吸収されたと解釈できる｡しかしながらWpとn｡とは密接な関係があり､晦が上

がればWpも増加しており､図5-8右列のWpに注目するとICH電力入射なしの

状態においても密度が上がればWpが左列と同じくらい上昇しているので､ICH

パワーは電子にもイオンにも伝達されていないと解釈できる｡

次に密度を下げてne=0.4xlO】9m~∃とし､その実験結果を図5-9に示す｡密度が低

く､電子サイクロトロン共鳴層が3倍となるため､ECH電力は電子に吸収されに

くい｡1CRlコの入射によるTeの変化することは確認できなかった｡ICRF速波によ

る電子加熱を起こすにはより高いTeが必要であることが分かる｡
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最後に磁場を0.75Tに下げ､低次のイオンサイクロトロン共鳴層を完全にプラズ

マから除外した｡そのときの放電波形を図5-10に示す｡電子密度は0.4x】019m~3で

ある｡ECH電力の入射の差異があるものの､図5-10の放電波形は図5-9の放電波

形とよく似ている｡ICH電力の500kW入射によりトムソン計測による電子温度に

変化は確認できなかった｡

水素プラズマ実験のパラメータで光線追跡法を用いて電子加熱が起きるかどう

か調べた｡図5-11に電力分配の計算結果示す｡図は波面がトロイダル方向に約1

集したときのエネルギーを示す｡低次のイオンサイクロトロン共鳴層が存在しな

いので電子の吸収が支配的となっている｡水素プラズマ実験ではICRFの入射電力

がプラズマの電子と結合しなかったように見えた｡一方､ヘリウムプラズマ実験

でECHと重畳すると電子温度が上がって見えた｡今後さらなる解析が必要である｡
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図5-11水素プラズマ実験のパラメータで計算

した電力分配図

(a)ne=0.7xlO19m~3,B=1.OT

(b)ne=0.4xlO19m-3,B=1.OT

(c)ne=0.4xlO19m~3,B=0.75T

イオンサイクロトロン減衰は小さい｡

本章においてループアンテナを用いたLHDプラズマの電子加熱実験の結果を示

し､イオンサイクロトロン速波の電子加熱実験の可能性について調べた｡

以下に実験の結果をまとめる

1)高Te実験(Bt=2.829T､Rax=3.5m､Heガス:電子サイクロトロン共鳴層がプ

ラズマ中心に位している配位):ICH電力を入射すると､ECE計測で測定した電子

温度に変化が観測された｡プラズマ中心部は電子温度が上昇し､周辺部分は少し

減少した｡ICH電力遮断200ms後に電子温度が下がり始めてきたのでこれは電子

加熱が起きたのではなくイオンからエネルギーが交換されたと解釈できる｡ただ

しICH遮断後の電子温度減衰から電子加熱分布を測定するためにはさらに詳細な

実験と解析が必要である｡

2)高次高調波電子加熱実験(Bt=0.75Tl.5T､Rax=3.6m､HeガスもしくはHガス:
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低次のイオンサイクロトロン共鳴層がプラズマ内に位置する配位):ECHに1CH

を重畳させると重畳している区間のみ電子温度の変化率が大きくなった｡ランダ

ウ減衰やTTMPなどの弱い電子加熱機構で加熱を起こすには高Te､高neが必要で

あることを示唆していることが確認できた｡

3)コムラインアンテナとループアンテナとの大きな違いは､励起する速波の屈

折率(N/ノ)の大きさである｡第4章､第5章の光線追跡法による計算においては､

k//=5.Om~1とした｡しかし実際のループアンテナのk/′′は電子加熱を起こすには小さ

すぎる可能性が高い｡電子加熱･電流駆動を目的とするならばパスバンド内でN/′･′

が選択できるコムラインアンテナは有効であろう｡
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第6章 総括

6-1 本研究のまとめ

第1章では､エネルギー資源の問題から核融合研究の必要性を説明し､さらに

定常な核融合炉には非誘導電流駆動の研究が必須であることを述べた｡核融合実

験装置における高速中性粒子入射と高周波電力による電流駆動研究の各種研究の

進展を紹介した｡コムラインアンテナを開発するにいたった背景を説明し､本研

究の目的を示した｡

第2章では､ヘリカル装置における電流分布制御の重要性を説明し､LHDでの

非誘導電流駆動によるMHD安定化を検討した｡電流駆動の計算方法を紹介し､電

流駆動用進行波アンテナであるコムラインアンテナの設計を紹介した｡また従来

のコムラインアンテナと比較し､大面積であること､新しい概念を有するT字型

のアンテナであることの特徴を示した｡

第3章では､コムラインアンテナの等価回路を示し､モデル計算を行った｡ま

た模型アンテナにおける特性試験の実験でモードの分離に成功した｡実機アンテ

ナにおける測定結果を示し､最後に電流駆動効率向上のためにリング型電力合成

器を挿入したシステムの計算を行い､全体のシステムを構築した｡

第4章では､光線追跡法を用いて電子加熱機構を評価した｡速波の分散式と光

線追跡法の原理を説明し､4つの実験例を想定して計算を行った｡またヘリカル

磁場配位とトカマク磁場配位の比較を行い､k//(N/′′)のアップシフトの振る舞いに違

いがあることを示した｡

第5章では､LHDにおける電子加熱プラズマ実験の結果をまとめ､コムライン

アンテナを使用した電子加熱と電流駆動の可能性を検討した｡

6-2 今後の展望

非誘導駆動電流による電流分布制御は､核融合プラズマのMHD安定化や閉じ込

め改善に関して期待されている手法である｡コムラインアンテナを用いた実験は

中型トカマクJFI12MやTS｢ト2で初期的な電流駆動実験が行われているが､駆動電

流の検出が容易であるヘリカル装置ではまだ行われていない｡第4章で示したと
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おり､ヘリカル配位はトカマク配位に比べてk/′′′のシフトが大きいことは､電子加

熱や電流駆動においてその分布への影響が大きい｡今後はLHDでコムラインアン

テナを用いた高調波加熱実験および電流駆動実験を行い､その効果を検討する計

画を持っている｡

光線追跡法において､イオンサイクロトロン加熱の周波数領域では､速波の波

長が長いためにWKB近似が成立しないことが一般的に指摘されている｡本計算パ

ラメータではWKB近似がほぼ成立し､速波の光線追跡法の適用妥当性を示したが､

カットオフの領域では波数が増大するためにWKB近似が適用できない｡本研究の

主題となる物理の理解においてはこの影響はないが､より精密な議論をするため

には3次元波動解析コード(たとえばORIONコードやTASK/WMコードなど)を

使った計算を行う必要がある｡今後は3次元波動解析コードを用いて計算を行い､

その結果と光線追跡法の結果を比較し検討する予定である｡

136



謝辞

本研究を進めるにあたって多くの方々から多大なご協力をいただきましたこと

を心から感謝いたします｡

指導教官の渡利徹夫教授､熊澤隆平助教授には研究全般において懇切丁寧に

ご指導いただきました｡核融合科学研究所のICRF加熱グループの武藤敬教授､

関哲夫助手､斉藤健二助手､新保富士夫係長､野村五郎技官､横田光弘技官､

加藤明己係長からは研究の進め方について多くの助言をいただきました｡また

LHD共同研究としてコムラインアンテナについてご指導くださった東京大学の高

瀬雄一教授､第4章の光線追跡法による計算について多くの助言をくださった渡

辺二太教授には大変深く感謝いたします｡また核融合科学研究所のLHD実験グ

ループの方々から多大な協力が得られたことを深く感謝いたします｡また核融合

科学研究所助手の清水昭博助手､京都大学非常勤研究員の鳥居祐樹博士､名古

屋大学大学院生の野竹孝志氏､大島慎介氏､成贋善三氏､星野光保氏､濱村賢

司氏､総合研究大学大学院生の松下啓行氏､東京大学大学院生の笠原寛史氏に

は様々な面で協力していただき感謝しています｡誠にありがとうございました｡

本論文の作成にあたっては､名古屋大学大学院工学研究科の久木田豊教授､名

古屋大学エコトピア研究機構の大野哲靖助教授､筑波大学数理物質科学研究科の

市村真助教授から貴重な御討論と御指導を頂きました｡誠にありがとうございま

した｡

137



研究業績

学会誌等

第3章

"TheRadioFrequencyCharacteristicsoftheComblineAntenna"

1もkeuchiNorio,KumazawaRyuhei,SaitoKertii,Wataril七tsuo,Sekilttsuo,Tbrii%ki,

Mutohlもkashi,｢hkaseYulCHiandYamamoto｢hro

ノわ〟r〃αJq/Pわ∫∽α凡∫わ〃月e∫eα化久脚那5,314-317(2002).

"OPTIMIZATION RESEARCH FOR THESTUDIES OF TH二E ELECTRIC

PROPERTIESOFTHELHDCOMBLINEANTENNA"

N.｢hkeuchi,T.Watari,T.Seki,K.Saito,T,Watari,R.Kumazawa,T.Mutoh,K.Saito,Y

Torii,GNomura,A.Kato,F.Shimpo,YTakase,H.Kasahara,T.TanlguChi,H.Wada,N.

Kasuga,K.Yamagishi,C.RMoe11er,M.Saigusa,Z.%nplng

tobepubulishedinFusionScience&花chnology(2005).

第4章

"VariationofN//anditsefJtctonfastwaveelectronheatingonLf7D"

｢hkeuchiNorlO,Sekilttsuo,rIbriiY止i,Saito Kenji,Wataril七tsuo,Takase Y山CHi,

KumazawaRyuhei,Mutoh｢hkashi,Watanabe

TbuguhiroandZhaoYAnplng

tobepubulishedinJburnalQfPlasma釣JSionR郡eafTh.SERmS6(2004).

国際会議等

第3章

"TheRadioFrequencyCharacteristicsoftheComb]ineAntenna"

N.1bkeuchi,K.Saito,R.Kurnazawa,T.Watari,Ylbrii,T.Mutoh,T.Seki,T,Yamamoto,

YrTbkase,F.Shimpo,G.Nomura,A.Kato,M.YokotaandLHDExperimentalGroup

138



Jointconfヒrenceof12thinternationalTokiconfbrenceonplasmaphysICSandcontro11ed

NuclearFusionand3rdgeneralscienti且cassemblyofAsiaplasmaandfusionassociation,

Decemberlト14,2001,Tbki-Clty,Japan

=OptimizationoftheLHDComblineAntennainlCRFHeating"

NorioThkeuchiandLHDICRFGroup

U.S.-JapanFY2001

Aichi,Japan,1March(2002)･

第3章と第4章

=OptimizationoftheLHDComblineAntennainICRFHeating"

NoriorIbkeuchiandLHDICRFGroup

U.S.-JapanFY2001

Aichi,Japan,1March(2002)

第4章

=RaytraclngCaIculationhrthefastwaveelectronheatingonLHD"

N.rIbkeuchi,T.Seki,YTbrii,K･Saito,T･Watari,YThkase,R･Kumazawa,T･Mutoh,and

T.%tanabe

13thinternationalTbkiconfbrence onplasmaphysics and controlled Nuclear Fusion,

December9-12,2003,Tbki-Clty,Japan

139


